
（平成２３年３月１６日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 32 件

国民年金関係 18 件

厚生年金関係 14 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 40 件

国民年金関係 21 件

厚生年金関係 19 件

年金記録確認神奈川地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 

  

神奈川国民年金 事案 5320 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 40 年１月から 42 年５月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 40年１月から 42年５月まで 

私は、昭和 40 年１月に会社を退職した後、同居していた姉に勧められた

こともあり、区役所の出張所で国民健康保険と併せて国民年金の加入手続

を行った。加入手続後の国民年金保険料については、私が同出張所で納付

していたにもかかわらず、申立期間の保険料が未納とされていることに納

得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 40 年１月に会社を退職した後、区役所の出張所で国民年金

の加入手続を行い、同出張所で国民年金保険料を納付していたと主張してい

るところ、申立人が保険料を納付していたとする出張所は当時実在し、保険

料を収納していたことが確認できることから、申立内容に特段不合理な点は

認められない。 

   また、申立人が国民年金の加入手続を行ったのは、申立人の国民年金手帳

記号番号の後の番号の任意加入被保険者の被保険者資格取得日から、昭和 40

年４月以前と推認できることから、加入手続を行っておきながら保険料を全

く納付しなかったとするのは不自然である。 

   さらに、申立人に国民年金の加入を勧めたとするその姉は、「当時、弟

（申立人）と同居しており、自分が母親代わりだったので、弟に国民年金に

加入するように勧めた。」と証言している。 

   加えて、申立人の姉のオンライン記録によると、申立期間と同時期である

昭和 40 年１月から同年８月までの国民年金保険料は、当初、未納とされて

いたが、61 年に納付済みに記録訂正されていることから、申立人についても、



 

  

行政側の記録管理が適切に行われていなかった可能性がある。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5321（事案 1880の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 42 年８月から 45 年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 41年１月から 45年３月まで 

前回行った年金記録に係る確認申立てに対する委員会の判断では、申立

人は、昭和 50年 11月及び同年 12月に 36年４月から 38年９月までの国民

年金保険料を特例納付して、申立人の年金受給資格に必要な加入期間を満

たしており、申立期間の保険料まで、特例納付したと推認することができ

ないということで、保険料を納付していたものと認めることはできないと

判断されたが、この度、47 年６月に社会保険事務所（当時）から郵送され

た催告状が見付かり、当該催告状には、将来老齢年金を受給するために必

ず納めなければならない保険料の未納額が記載されており、当該催告状を

受け取った以上、当時未納とされている申立期間の保険料を納付したはず

である。 

私は、当該催告状は、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す

新たな資料となるものであることから、前回の申立てに対する判断に納得

できないため、再度申立てを行った。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、昭和 50 年前後に、申立期間の国民年金保険料を遡って納付し

たと主張しているが、申立人は、50年 11月及び同年 12月に、36 年４月か

ら 38 年９月までの保険料を第２回特例納付により納付していることが確認

でき、その時点では、申立期間の保険料を納付しなくても、以降 60 歳まで

保険料を納付したとすると、その月数が申立人の年金受給資格に必要な加

入月数を満たすことから、同期間の保険料についてまで特例納付したと推

認することができないことなどを理由として、既に当委員会の決定に基づ



 

  

く平成 21 年３月 25 日付けで、年金記録の訂正は必要でないとする通知が

行われている。 

 

  ２ しかしながら、今回の申立てにおいて、申立人は、昭和 47 年６月に、そ

の当時居住していた市を管轄する社会保険事務所から郵送された催告状が

見付かり、当該催告状には、将来老齢年金を受給するために、必ず納めな

ければならない国民年金保険料の未納額が記載されており、申立期間の保

険料を納付していたことを示すものであると主張している。確かに、申立

人の所持する催告状の送付日及び記載された不足保険料の納付期限は、第

１回特例納付制度の実施期間内で、申立期間の保険料を特例納付により納

付することが可能な期間であり、将来老齢年金の受給権を得るためには必

ず納めなければならない旨及び納付すべき保険料額が記載された当該催告

状を受け取っていることから、申立期間後の 45 年４月以降当該催告状を受

け取った時期を通じて、国民年金加入期間の保険料を全て納付している申

立人が、当該未納額の保険料を納付したと考えても不自然ではない。 

    また、当該催告状の「未納額」欄に記載された国民年金保険料額は、１

万 4,400 円であり、第１回特例納付では、１か月当たりの保険料額は 450

円だったことから、これは昭和 42年８月から 45年３月までの 32 か月分の

保険料を納付したと考えるのが相当である。 

 

  ３ 一方、申立期間のうち、昭和 41 年１月から 42 年７月までの期間につい

て、上記２のとおり、申立期間 51 か月のうち、32 か月の国民年金保険料

は、見付かった催告状に基づき納付したと考えられ、当該催告状により残

りの 19か月となる 41 年１月から 42年７月までの保険料まで納付したとは

考えることはできず、同期間の保険料を納付したことを示す新たな資料と

は認められない。 

 

  ４  その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 42 年８月から 45 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5322 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成３年１月から同年 12 月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成３年１月から同年 12月まで 

私は、国民年金の任意加入手続については 20 年前のことなので詳しく憶
おぼ

えていないが、60 歳に到達した平成３年＊月頃、国民年金保険料の納付書

が自宅に送付されてきたことを憶
おぼ

えている。申立期間の保険料については、

毎月、納付書により市役所の支所で納付した。申立期間が未加入で保険料

を納付していないとされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 年も前のことなので、任意加入手続については詳しく憶
おぼ

えて

いないと供述しているが、申立期間を含む平成２年分から４年分までの確定

申告書の控えを保管しており、該当年の同申告書の社会保険料控除欄には国

民年金保険料の記載が確認でき、計上された金額は３年１月から同年 12 月

までの保険料額と一致する。 

   また、申立人は、申立期間の国民年金保険料について、毎月、納付書によ

り市役所の支所で納付していたと主張しているところ、同支所は当時存在し、

納付書により毎月納付することが可能であったことから、申立人の主張に特

段不合理な点は認められない。 

   さらに、申立人は、国民年金制度創設時に加入して以降、国民年金保険料

をほとんど納付しており、国民年金に対する納付意識は高かったものと認め

られることから、申立人が 60 歳に到達した時点で、任意加入手続を行い、

納付書が送られてきたと考えても不自然ではない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5323 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 53 年７月から 54 年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 49年４月から同年８月まで 

② 昭和 53年７月から 54年３月まで 

③ 昭和 54年６月から同年８月まで 

④ 昭和 59年６月から 61年３月まで 

私は、大学を卒業した昭和 49 年４月頃、親の強い勧めもあり、国民年金

の加入手続を区役所で行ったと思う。その際発行されたオレンジ色の年金

手帳は紛失してしまい、現在は青色の年金手帳を所持している。 

申立期間①の国民年金保険料については、私が区役所で納付書により納

付していたと思う。申立期間②の保険料については、結婚を控え忙しく、

納付していなかったため、私が後からまとめて納付した。申立期間③の保

険料については、領収書においても当該期間の３か月が「×」で消されて

おり、担当者にも納付不要と言われたため、既に納付済みであったのでは

ないかと思う。申立期間④の保険料については、私は夫の転勤で海外に行

っていたため、実家の母親が納付していたはずである。 

申立期間①から④までの国民年金保険料額や申立期間①を除く納付場所

の記憶は定かではないものの、加入手続後においては、納付可能な保険料

について全て納付したという記憶なので、申立期間①及び②の保険料が未

納とされ、申立期間③及び④が未加入で保険料が未納とされていることに

納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②について、申立人は昭和 54 年９月４日に国民年金の任意加入

被保険者資格を取得したことが確認でき、加入手続時期も、任意加入の場



 

  

合、加入を申し出た日が資格取得日とされていることから、同時期と考え

るのが自然である。当該加入手続を行った際、申立期間②は、同年６月の

結婚より前の強制加入期間であるため、加入手続時点で遡って被保険者資

格を取得し、国民年金保険料を過年度納付することが可能であったことに

加え、申立人が所持している領収書及び市の被保険者名簿においても、申

立期間②直後の同年４月、同年５月及び同年９月から 55 年３月までの期間

の保険料を 54 年９月に一括納付していることが確認できることから、申立

期間②の保険料を結婚後にまとめて納付したとする申立人の主張に不自然

な点は見当たらない。 

    また、申立人が加入手続を行った昭和 54 年９月当時、申立人が居住して

いた市においては、市役所の窓口に過年度納付書を備え付けてあり、過年

度納付が可能な期間について過年度納付書を即時に交付することが可能で

あったことが確認できる上、申立人は、加入手続後においては、国民年金

保険料の未納が無く、保険料の納付意欲が高かったと認められることから、

申立期間②の保険料について、未納のままにしていたとは考えにくい。 

 

  ２ 一方、申立期間①について、申立人は、昭和 49 年４月頃、国民年金の加

入手続を行ったと主張しているが、前述のとおり申立人の国民年金の加入

手続時期は、任意加入した 54 年９月であり、その手続場所も国民年金手帳

記号番号の４桁の記号から結婚に伴い転居した市と認められ、申立内容と

一致しない。 

    また、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付するには、申立人に

別の国民年金手帳記号番号が払い出されるか、又は昭和 54 年９月に任意加

入した時点では、時効により過年度納付することができないため、当時、

実施されていた第３回特例納付によるほかない。しかし、申立人に対して

別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たら

ず、その形跡も無いことに加え、申立人は、加入手続及び保険料額等の具

体的な記憶が曖昧で、保険料の納付状況が不明であり、特例納付の主張も

無いなど、申立期間①の保険料を納付したとは考えにくい。 

    さらに、申立期間③について、申立人は、昭和 54 年９月に発行された

「昭和 54 年度国民年金保険料納付通知書兼領収証書」を所持しており、同

証書において、申立期間③に当たる昭和 54 年６月から同年８月までの期間

が手書きで消され、保険料の納付対象から除外されているように見えるこ

とをもって、当該期間の保険料を納付済みではないかと主張している。し

かし、申立人が国民年金の加入手続を行った時期は、前述のとおり、結婚

後の同年９月であり、同年６月に厚生年金保険の被保険者であった夫と結

婚した申立人は、申立期間③においては国民年金への加入は任意であり、

制度上、任意加入の場合、加入を申し出た日が被保険者資格の取得日とな



 

  

り、結婚後の任意加入期間となる申立期間③については、遡って被保険者

資格を取得することも、保険料を納付することもできない。これに加え、

申立人自身の所持する年金手帳、特殊台帳及びオンライン記録のいずれに

おいても、申立期間③は未加入とされ、任意加入した時期も同年９月と一

致していることから、申立期間③については、未加入で保険料を納付する

ことができない期間であり、前述の保険料納付通知書兼領収証書において、

保険料の納付を要しない期間とされたものと考えられる。 

    加えて、申立期間④について、申立人は昭和 59 年６月からその夫の転勤

のため海外に転出したとしており、実家にいた申立人の母親が国民年金保

険料を納付していたはずであると主張している。しかし、申立期間④当時

に居住していた市の被保険者名簿及びオンライン記録のいずれにおいても、

申立人は同年同月 13 日に被保険者資格を喪失していることが認められ、申

立期間④当時に適用されていた国民年金法の規定では、在外邦人は国民年

金の適用除外とされ、国民年金に加入することができなかったことから、

申立人は、申立期間④においては、国民年金に加入しておらず、その母親

が当該期間の保険料を納付することもできなかったと考えられる。 

    その上、申立人が申立期間①、③及び④の国民年金保険料を納付してい

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 53 年７月から 54 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5324 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 52 年１月から同年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 52年１月から同年 12月まで 

私は、申立期間の国民年金保険料の領収証書を所持しているにもかかわ

らず、申立期間が国民年金の未加入期間とされていたので、年金事務所で

確認したところ、申立期間の保険料は、既に還付されているとの回答があ

った。 

私は、昭和 54 年１月から同年３月頃までの間に、国民年金保険料の還付

を受けた記憶があるが、還付されたのは、50 年７月から申立期間直前の 51

年 12 月までの厚生年金保険の被保険者期間と重複している期間の保険料だ

けで、申立期間の保険料が含まれているとは思っていなかった。 

申立期間は、厚生年金保険の被保険者期間ではないことから、国民年金

保険料が還付される理由が無いので、保険料の納付済み期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料の領収証書を所持しているにもかか

わらず、申立期間の保険料が還付され、申立期間が国民年金の未加入期間と

されているが、申立期間は、厚生年金保険の被保険者期間ではないことから、

保険料が還付される理由が無いので、保険料の納付済み期間として認めてほ

しいと主張しているところ、申立人が所持する国民年金手帳には、申立人は、

ⅰ）厚生年金保険に加入した昭和 50 年７月に国民年金の強制加入被保険者

資格を喪失、ⅱ）申立期間当初の 52 年１月に再び国民年金の強制加入被保

険者資格を取得、ⅲ）同年４月に国民年金の任意加入被保険者へ種別変更し

ている旨の記載があり、これらの記載は、その手帳に押されているＡ市のス



 

  

タンプから、申立人が結婚した同年４月から 54 年３月まで居住していたと

するＡ市において記入されたものと推認される。 

   一方、申立人が結婚するまで居住していたとするＢ区を所管する社会保険

事務所(当時)からＡ市を所管する社会保険事務所に、昭和 53 年９月に移管

されたことが確認できる申立人の特殊台帳には、申立人が、50 年７月に国民

年金の強制加入被保険者資格を喪失した旨の記載はあるものの、52 年１月に

国民年金の強制加入被保険者資格を取得した旨の記載が無い上、申立人が所

持する国民年金手帳に記載されている年月とは異なる 53 年１月に国民年金

の任意加入被保険者資格を取得した旨の記載があることから、行政側の記録

管理が適切に行われていなかったものと推認される。 

   また、申立人の特殊台帳には、申立期間を含む昭和 50 年７月から 52 年 12

月までの国民年金保険料が還付された旨の記載があるが、上記のとおり、そ

の当時、申立期間は国民年金の被保険者期間であったものと考えられ、当該

期間の保険料を還付すべき事由が見当たらないことを勘案すると、当該期間

は、保険料が納付されていたにもかかわらず、誤って還付手続が行われたも

のと認められる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5325 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成４年 10 月から５年３月までの期間、同年６月から同年９月ま

での期間及び６年１月から同年５月までの期間の国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成４年 10月から５年３月まで 

② 平成５年６月から同年９月まで 

③ 平成６年１月から同年５月まで 

私は、平成３年頃は学生であったので、実家の母親が私の将来を考えて、

区役所の出張所で私の国民年金の加入手続を行い、同出張所で国民年金保

険料を納付書により納付していた。申立期間①、②及び③の保険料が未納

とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成３年頃、実家の母親が、区役所の出張所で申立人の国民年

金の加入手続を行い、同出張所で国民年金保険料を納付書により納付してい

たと主張しているところ、その母親が申立期間当時居住していた区の区役所

の出張所では、納付書による保険料の収納を行っていたことが確認できるこ

とから、申立内容に不自然さは認められない。 

   また、申立期間①及び②の前後の期間の国民年金保険料は納付済みとされ

ており、その前後を通じて、申立人の両親の住所及び父親の収入に変更は無

く、生活状況に特段大きな変化は認められない上、申立期間①、②及び③は、

それぞれ６か月、４か月及び５か月と短期間である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間①、②及

び③の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5326 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 43 年７月から 44 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 43年７月から 44年９月まで 

私は、昭和 45 年 12 月頃に、母親が市役所で私の国民年金の加入手続を

行ったと母親から聞いていた。国民年金保険料については、母親が両親の

分と一緒に納付していたにもかかわらず、申立期間の保険料が未納とされ

ていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 45 年 12 月頃に、その母親が申立人の国民年金の加入手続

を行い、申立期間の国民年金保険料を納付したと主張しているところ、申立

人の国民年金手帳は同年同月に発行されていることが確認でき、その時点で、

申立期間直前の納付済みとなっている 42 年 10 月から 43 年６月までの保険

料は時効により納付することができないにもかかわらず、申立人の国民年金

手帳からは当該期間の保険料が過年度納付されていることが確認できること

から、申立期間についても時効にかかる期間も含めて過年度納付が可能であ

った事情がうかがえる。 

   また、申立人の国民年金保険料を納付していたとするその母親は、「昭和

49 年に娘（申立人）が結婚するまでは、未納が無いように親子３人分の保険

料を納付していた。」と証言している上、その両親は、国民年金制度発足当

初の 36 年４月から 60 歳に到達するまで、保険料を完納していることから、

保険料の納付意識は高かったものと認められる。 

   さらに、申立人は、申立期間を除き、国民年金保険料を全て納付している

上、任意加入している期間も確認できることから、保険料の納付意欲は高か

ったものと認められるとともに、申立期間は 15 か月と比較的短期間である。 



 

  

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5327 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 61 年１月から同年３月までの期間及び同年７月から 62 年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められる

ことから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 61年１月から同年３月まで 

② 昭和 61年７月から 62年３月まで 

私は、昭和 62 年５月に結婚してからしばらくした頃、区役所で国民年金

の加入手続を行った。国民年金保険料については、加入手続を行った際に、

区役所の窓口の職員から未納保険料を遡って納付できると聞いたので、納

付が可能な年月分まで遡り分割して納付することとし、後日、自宅に送付

されてきた納付書により銀行や郵便局で全て納付したにもかかわらず、申

立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①及び②の国民年金保険料について、申立人は、昭和 62 年５月に

結婚してしばらくした頃、国民年金の加入手続を行い、納付が可能な年月分

まで遡り分割して納付書により全て納付したと主張しているところ、同年 12

月に、社会保険事務所（当時）から過年度納付の納付書が発行されているこ

とが確認できることから、申立人は遅くとも同年同月に加入手続を行ったも

のと推認でき、その時点において時効前で納付が可能な 60 年 10 月から３か

月分の過年度保険料が納付済みとなっていることがオンライン記録より確認

できることから、その主張は基本的に信用できる。 

   また、申立期間①について、その前後の期間の国民年金保険料は、いずれ

も過年度納付により納付済みとなっており、前述した過年度納付の納付書が

発行された昭和 62 年 12 月当時、申立人の住所やその夫の仕事に変更は無く、

生活状況に大きな変化は認められないことから、途中の申立期間のみ保険料

が未納とされているのは不自然である。 



 

  

   さらに、申立期間②について、申立期間②の国民年金保険料月額は、申立

期間②直後の納付済みとなっている期間の保険料月額よりも安価であること

から、申立期間②の保険料を納付しなかったとするのは不自然である。 

   加えて、申立人は、国民年金加入手続を行った後の国民年金保険料は全て

納付済みとなっており、前納している期間もみられるなど、保険料の納付意

欲は高かったものと認められるとともに、申立期間①及び②はそれぞれ３か

月及び９か月と短期間である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5328 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 40 年２月から 43 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 40年２月から 43年３月まで 

私の夫は、時期は不明であるが、市役所で私の国民年金の加入手続を行

った。申立期間の国民年金保険料については、昭和 50 年 12 月頃に、私の

夫が市役所に行き、私たち夫婦の保険料の未納期間について相談した際、

担当窓口の職員から、「今なら遡って保険料を納付できます。」と説明さ

れ、それぞれ未納となっていた期間の納付書を作成してもらった後、金融

機関で夫婦二人分を一緒に遡って納付した。申立期間の保険料について、

一緒に納付した夫の保険料が納付済みとなっているにもかかわらず、私の

保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その夫が、申立人の国民年金の加入手続を行ってしばらくした

昭和 50 年 12 月頃に、申立期間の国民年金保険料を遡ってまとめて納付した

と主張しているところ、夫が保険料を納付したとする時期は、第２回特例納

付が実施されていた時期であり、申立人の国民年金被保険者台帳から申立期

間に係る特例納付の納付書が発行されていたことが確認できる上、オンライ

ン記録によると、申立期間は、平成４年８月に記録訂正が行われるまでは全

て国民年金の強制加入期間であったことから、申立期間の保険料を特例納付

により納付することは可能であった。 

   また、申立人の夫は、当時、その夫が夫婦二人の未納期間の国民年金保険

料を遡ってまとめて納付したと主張しているところ、夫婦の所持する領収書

より、申立期間のうち、昭和 41 年１月から 43 年３月までの夫の保険料及び

申立期間後である 45 年１月から同年３月までの夫婦の保険料が第２回特例



 

  

納付により納付されていることが確認できることから、申立期間の保険料が

特例納付によって納付されていたとしても不自然ではない。 

   さらに、申立人の夫が納付したとする国民年金保険料額は、第２回特例納

付により納付済みとされている夫婦二人分の保険料及び申立期間の保険料を

合算した金額とおおむね一致している。 

   加えて、申立人は、申立期間後の国民年金加入期間の国民年金保険料を全

て納付していることから、保険料の納付意欲は高かったものと認められる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5329 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成元年４月及び同年 12 月の国民年金保険料については、納付し

ていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成元年４月 

② 平成元年 12月 

私は昭和 61 年３月に大学院を卒業したが、国民年金に未加入であったた

め、これを心配した父親の勧めがあり、母親が平成３年４月頃、私の国民

年金の加入手続を区役所で行った。 

申立期間の国民年金保険料については、母親が加入手続を行った際、区

役所の職員から、被保険者資格を取得した昭和 61 年４月までは遡れないが、

平成元年１月までは遡って保険料を納付することができる旨の説明を受け、

納付しなくてはならない保険料の内訳を計算したメモも書いてもらった。

詳しいことは不明だが、このメモに従って同年同月から３年５月までの保

険料を納付したことを、母親の死後に父親から聞いた。 

今回記録を確認して、平成元年４月及び同年 12 月の国民年金保険料が未

納になっていることに気付いた。母親は、きちんとした性格の人であり、

納付できる保険料は全て納付したはずであるので、申立期間の保険料が未

納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   平成３年４月頃、母親が国民年金の加入手続を行ってくれたとする申立人

の主張については、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号が付与され

た被保険者の国民年金保険料の納付開始日、元年１月から同年３月までの保

険料の納付日などから、申立人の加入手続時期は３年４月頃と推認されるこ

と、並びに申立人は、申立人の母親が、区役所で職員から、加入手続を行い

遡って保険料を納付することができる期間の説明を受けた際、渡されたとす

るメモを所持しており、そのメモには区役所の保険年金課国民年金係のゴム



 

  

印も押され、記載された保険料額も実際の保険料額と一致していることから、

信憑
ぴょう

性がある。 

   また、オンライン記録から、申立期間の前後の平成元年１月から同年３月

までの期間、同年５月から同年 11 月までの期間及び２年１月から３年３月

までの期間の国民年金保険料については、同年４月から４年２月までの間に

過年度納付されていることが確認でき、当該期間の前後を通じて、申立人の

住所及びその父親の職業に変更は無く、生活状況の変化は認められないなど、

申立期間の保険料の納付が困難であったと考えられる特段の事情も見当たら

ないことから、過年度納付が可能な期間の途中である申立期間①及び②の保

険料のみを未納のままにしておいたとは考えにくい。 

   さらに、申立人及びその弟の国民年金保険料を納付したとしている申立人

の母親は、国民年金に任意加入してから 65 歳まで保険料を全て納付してい

ることに加え、加入手続を行った区の国民年金被保険者収滞納一覧表から、

平成３年度から６年度まで、申立人とその弟の保険料納付日は全て同一であ

ることが確認できることから、申立人の母親が両名の保険料を納付していた

ことがうかがえ、申立人の母親は保険料の納付意欲が高かったことが認めら

れる。 

   加えて、申立人は、申立期間後においては、国民年金保険料を 21 年以上に

わたり継続して納付し、そのうち 16年間については前納を行っている。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5330 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 57 年１月から同年３月までの国民年金保

険料については、付加保険料を含めて納付していたものと認められることか

ら、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 45年８月から 48年８月まで 

② 昭和 57年１月から同年３月まで 

私が 20 歳になった昭和 45 年頃に、私の両親に勧められて、区役所で国

民年金の加入手続を行った。加入手続後の国民年金保険料については、私

又は私の父親が、区役所又は出張所で納付していた。48 年９月に結婚して

からは、私の元夫が、私の国民年金の任意加入手続を行い、定額保険料に

加えて付加保険料を納付してくれていた。申立期間①及び②が未加入又は

未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②について、申立人は、その元夫が申立人の国民年金の任意加

入手続を行い、定額保険料に加えて付加保険料を納付していたと主張して

いるところ、申立期間②の前後の期間の国民年金保険料は付加保険料を含

めて納付済みとなっており、その前後を通じて、申立人の住所及びその元

夫の仕事に変更は無く、生活状況に大きな変化は認められないことから、

途中の申立期間②の保険料が未納とされているのは不自然である。 

    また、申立人の国民年金保険料を納付していたとするその元夫は、申立

期間②当時、厚生年金保険に加入しており、その標準報酬月額から、申立

人の保険料を納付できるだけの十分な資力があったものと推認できる上、

申立期間②は３か月と短期間である。 

 

  ２ 一方、申立期間①について、申立人は、20 歳になった昭和 45 年頃に国

民年金の加入手続を行い、国民年金保険料については、申立人又はその父



 

  

親が納付していたと主張しているが、申立人は、申立期間①当時の国民年

金手帳及び保険料の納付時期についての記憶が曖昧である上、申立人の保

険料を納付していたとするその父親は既に他界していることから、国民年

金の加入状況及び保険料の納付状況が不明である。 

    また、申立人は、昭和 51 年 12 月に国民年金に任意加入していることか

ら、申立期間①は国民年金の未加入期間で、国民年金保険料を納付するこ

とができない期間であり、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていた

ことをうかがわせる形跡も見当たらない。 

    さらに、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、預金通帳等）が無く、ほかに申立期間①の保険料を

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 57 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、付加保険料

を含めて納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5331 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47 年１月から同年３月までの期間及び 48 年７月から 49 年２

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められる

ことから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 47年１月から同年３月まで 

② 昭和 48年７月から 49年２月まで 

私は、昭和 47 年１月に、市役所で国民年金の加入手続を行った。その当

時は、叔父が経営する工場で、住み込みで働いていたので、その工場に来

ていた集金人に、私又は叔父が、未納が無いように国民年金保険料を納付

していた。 

今回、国民年金保険料納付記録の照会を行ったこところ、昭和 48 年５月、

同年６月及び 49年３月の納付記録が見付かったとの回答があった。 

申立期間①及び②についても、国民年金保険料を納付していたので、未

納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 47 年１月に、市役所で国民年金の加入手続を行い、その叔

父が経営する工場に来ていた集金人に、申立人又はその叔父が、未納が無い

ように国民年金保険料を納付していたと主張しているところ、申立人の二つ

目の国民年金手帳記号番号の前後の番号の任意加入被保険者の被保険者資格

取得日から、申立人の２回目の国民年金の加入手続が行われたのは、同年６

月頃であると推認され、その時点では、申立期間①は、保険料を納付するこ

とが可能な期間である上、申立期間①直後の同年４月から 48 年６月までの

保険料は納付済みとされていることから、未納が無いように保険料を納付し

ていたとする申立人が、３か月と短期間である申立期間①の保険料を納付し

たと考えても特段不合理な点は認められない。 

   また、申立人の国民年金保険料を納付していたとするその叔父は、自身が



 

  

経営する工場で申立人が働いていた間は、その叔父が、工場に来ていた集金

人に、申立人及びその叔父の二人分の保険料を納付していたと証言している

上、その叔父の申立期間①及び②の保険料は納付済みとされている。 

   さらに、申立期間②の前後の期間の国民年金保険料は納付済みとされてい

る上、申立人の特殊台帳では、申立期間②直前の昭和 48 年５月及び同年６

月の保険料と申立期間②直後の 49 年３月の保険料は、いずれも納付済みと

されているにもかかわらず、それらの期間の納付記録は、平成 22 年８月に

納付済みに訂正されるまでは未納とされていたことが、オンライン記録によ

り確認できることから、行政側の記録管理が適切に行われていなかった可能

性がある。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間①及び②

の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5332 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 46 年４月から同年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 46年４月から同年９月まで 

時期は定かではないが、私の母親が、私の国民年金の加入手続を行い、

国民年金保険料を納付してくれており、結婚後は、私が保険料を納付して

きた。 

私の母親は、妹の分と合わせて、私の国民年金保険料を納付してくれて

いたはずであるのに、私だけ保険料が未納とされていることに納得がいか

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その母親が、申立人の国民年金加入手続を行い、国民年金保険

料を納付してくれていたと述べているが、申立人の保険料は、申立期間を除

き、全て納付済みとされている上、その母親が一緒に納付していたとする申

立人の妹の保険料は、20 歳から全て納付済みであるなど、保険料を納付して

くれていたとするその母親は、保険料の納付意識が高かったものと考えられ

る。 

   また、申立期間前後の期間の国民年金保険料は、過年度納付により納付済

みとされている上、申立人の特殊台帳の昭和 46 年度の摘要欄に当該年度の

保険料の納付書が発行されたことが確認できることから、保険料の納付意識

が高かったその母親が、６か月と短期間である申立期間の保険料も納付して

いたとしても、特段不合理ではない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5333 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 40 年１月から 43 年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 40年１月から 43年７月まで 

私は、昭和 44 年頃、自宅に来た区役所の職員から国民年金の加入を勧め

られたことを契機に国民年金の加入手続を行った。46 年 12 月頃に転居し

た際、自宅に来た国民年金保険料の集金人から、「今なら 20 歳のときまで

納付していなかった月の保険料を遡って納付できますよ。」と教えてもら

い、後日、自宅に送付されてきた納付書により、金融機関で２、３回に分

割して遡って納付した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得

がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 46 年 12 月頃、転居した区において国民年金保険料の集金

人から、20 歳のときまで納付していなかった月の保険料を遡って納付するこ

とができることを教えてもらい、後日、自宅に送付されてきた納付書により

申立期間の保険料を２、３回に分割して金融機関で遡って納付したと主張し

ているところ、申立人が申立期間の保険料を納付したとする時期は、第１回

特例納付が実施されていた時期である上、申立期間は強制加入期間であった

ことから、保険料を特例納付により納付することは可能であった。 

   また、申立人が納付したとする国民年金保険料額は、申立期間の保険料を実際

に第１回特例納付により納付した場合の金額と一致している上、申立人が保

険料を納付したとする金融機関は当時実在しており、当該金融機関において

特例納付により保険料を納付することは可能であったことから、申立内容に

特段不合理な点は認められない。 

   さらに、本来、特例納付は、国民年金保険料が未納となっている期間のう



 

  

ち、先に経過した月の分から保険料を納付するものとされているところ、申

立期間直後の期間の保険料は第１回特例納付により納付済みとなっているこ

とから、申立期間の保険料が納付されていないとするのは不自然である。 

   加えて、申立人は、申立期間後の国民年金加入期間の国民年金保険料を全

て納付していることから、保険料の納付意欲は高かったものと認められる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5334 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 49 年４月から 50 年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 46年３月から 48年３月まで 

② 昭和 49年４月から 50年３月まで 

私は、昭和 52 年 11 月に結婚する際に、母親から私の年金手帳を渡され、

私が 20 歳のときからの国民年金保険料は、全て納付してある旨を聞いた記

憶があるので、私が 20 歳になった 46 年頃に、母親が、私の国民年金の加

入手続を行い、保険料を納付していたと思う。 

申立期間①及び②の国民年金保険料が未納とされていることに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②について、申立人は、20 歳になった昭和 46 年頃に、その母

親が、申立人の国民年金の加入手続を行い、申立人の国民年金保険料を納

付していたと思うと主張しているところ、申立人の国民年金の加入手続を

行い、申立人の保険料を納付していたとするその母親は、オンライン記録

によると、40 年 12 月に国民年金に任意加入して以降、60 歳になるまで保

険料の未納は無く、保険料の納付意識が高かったことが認められる。 

    また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 50 年 11 月に払い出され

ており、その時点では、申立期間②は過年度納付により国民年金保険料を

納付することが可能な期間であり、申立人の特殊台帳によると、申立期間

②直前の期間は、過年度納付されていることから、申立人の保険料を納付

していたとするその母親は、申立人の保険料を遡って納付しようとしてい

たことがうかがえ、その母親が、12 か月と短期間である申立期間②の保険

料を納付していたと考えても特段不合理な点は認められない。 



 

  

 

  ２ 一方、申立期間①について、申立人は、20 歳になった昭和 46 年頃に、

その母親が、申立人の国民年金の加入手続を行い、申立人の国民年金保険

料を納付していたと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、

50 年 11 月に払い出されていることが確認できることから、国民年金の加

入手続時期についての申立人の主張と一致しない上、申立人は、申立期間

①から手帳記号番号の払出時期を通じて同一市内に居住しており、別の手

帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

    また、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された昭和 50 年 11 月は、

申立期間①の国民年金保険料を納付することが可能な第２回特例納付の実

施期間中であるが、申立人の主張では当該期間の保険料をどのように納付

したのかが明らかでないこと、及び申立人の特殊台帳には申立期間①の保

険料が特例納付されていたことをうかがわせる形跡は見当たらないことな

どを勘案すると、申立期間①の保険料が特例納付により納付されていたと

までは推認し難い。 

    さらに、申立期間①の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間①の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 49 年４月から 50 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5335 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 42 年４月から 43 年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 40年９月から 43年３月まで 

私が 20 歳になった昭和 40 年＊月に、父親が市役所で私の国民年金の加

入手続を行い、私の国民年金保険料を納付していたと思う。 

私が父親からもらった国民年金手帳には、国民年金の被保険者資格取得

日が昭和 40 年＊月となっているにもかかわらず、申立期間の国民年金保険

料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間のうち、昭和 42 年４月から 43 年３月までの期間について、申

立人は、父親が市役所で申立人の国民年金の加入手続を行い、国民年金保

険料を納付していたと主張しているところ、申立人の特殊台帳には、当該

期間の保険料の過年度納付書が発行された形跡が認められることから、申

立人の父親が当該期間の同納付書の発行を依頼し、同納付書により保険料

を納付したと考えても不自然ではない。 

    また、申立人の国民年金の加入手続が行われた時期は、申立人の国民年

金手帳記号番号の前後の番号の任意加入被保険者の被保険者資格取得日か

ら昭和 43 年頃と推認できることから、その時点において、申立期間のうち、

42年４月から 43年３月までの保険料は納付することが可能であった。 

 

  ２ 一方、申立期間のうち、昭和 40 年９月から 42 年３月までの期間につい

て、申立人は、申立人が所持する国民年金手帳に、国民年金の被保険者資

格取得日が 40 年＊月＊日と記載されていることから、この時期に国民年金

の加入手続を行い、その父親が国民年金保険料を納付していたと主張して



 

  

いるが、行政側の事務処理では、国民年金の被保険者資格取得年月日は、

加入手続を行った時期にかかわらず、強制加入すべき時期まで遡及するも

のであることから、加入手続時期及び保険料納付の開始時期を特定するも

のではない。 

    また、申立人自身は国民年金保険料の納付に直接関与しておらず、申立

人の保険料を納付していたとするその父親は既に他界していることから、

保険料の納付状況が不明である上、申立人の国民年金の加入手続が行われ

た時期は、上述のとおり、昭和 43 年と推認でき、申立期間の一部は時効に

より保険料を納付することができなかったものと考えられ、申立期間を通

じて同一市内に居住していた申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出

された形跡は認められない。 

    さらに、申立人が昭和 40 年９月から 42 年３月までの国民年金保険料を

納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほか

に当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 42 年４月から 43 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5336 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 46 年２月から 47 年１月までの期間及び 49 年３月の国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 46年２月から 47年１月まで 

② 昭和 49年３月 

私は、昭和 52 年 10 月に結婚する際に、母親から私の年金手帳を渡され、

私が 20 歳のときからの国民年金保険料は、全て納付してある旨を聞いたの

で、私が 20 歳になった 46 年頃に、母親が、私の国民年金の加入手続を行

い、保険料を納付していたと思う。 

申立期間①及び②の国民年金保険料が未納とされていることに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人が 20 歳になった昭和 46 年頃に、その母親が、申立人の

国民年金の加入手続を行い、申立人の国民年金保険料を納付していたと思う

と主張しているところ、申立人の国民年金の加入手続を行い、申立人の保険

料を納付していたとするその母親は、オンライン記録によると、41 年に国民

年金に加入して以降、60 歳になるまで保険料の未納は無く、46 年からは付

加保険料も納付するなど、保険料の納付意識が高かったことが認められる。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 49 年９月に払い出されてい

ることが確認でき、この時期は、第２回特例納付の実施期間中であり、その

時点において、申立期間①は、国民年金の強制加入期間であったことが、申

立人の特殊台帳により確認できることから、申立期間①は、第２回特例納付

により保険料を納付することが可能な期間である。 

   さらに、申立期間①直後の昭和 47 年２月から同年６月までの国民年金保険

料が、第２回特例納付により納付されていることが、申立人の特殊台帳によ



 

  

り確認できることから、申立人の保険料を納付したとするその母親は、申立

人の保険料を遡って納付しようとしていたことがうかがえる上、制度上、特

例納付は、先に経過した未納とされている月の保険料から順次行うこととさ

れていることから、12 か月と短期間である申立期間①の保険料が未納とされ

ているのは不自然である。 

   加えて、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された昭和 49 年９月の時

点では、申立期間②は、過年度納付により国民年金保険料を納付することが

可能な期間である上、47 年７月から申立期間②直前の 49 年２月までの保険

料が過年度納付されていることが、申立人の特殊台帳により確認できること

から、１か月と短期間である申立期間②の保険料が未納とされているのは不

自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5337 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 36 年度のうち３か月の国民年金保険料に

ついては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正するこ

とが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 41年３月まで 

② 昭和 50年４月から 54年 11月まで 

私は、国民年金制度が発足した昭和 36 年４月に、区役所の年金課で国民

年金の加入手続を行った。加入手続後の国民年金保険料については、納付

時期は分からないが、私が集金人に納付していたにもかかわらず、申立期

間①及び②の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①のうち、昭和 36 年度について申立人は、昭和 36 年４月に国

民年金に加入し、集金人に国民年金保険料を納付していたと主張している

ところ、申立人の国民年金手帳記号番号は 41 年 11 月に払い出されている

ものの、申立人のものと思われる別の手帳記号番号が払い出されていたこ

とが確認でき、当該別の同手帳記号番号に係る特殊台帳によると、35 年 12

月に国民年金の被保険者資格を任意で取得している上、昭和 36 年度に３か

月の納付記録があることが確認できる。 

 

  ２ 一方、申立期間①のうち、昭和 36 年度の３か月以外の期間について、申

立人は、国民年金保険料の納付時期及び納付金額についての記憶が曖昧で

あることから、保険料の納付状況が不明である上、上述のとおり、申立人

に別の国民年金手帳記号番号が払い出されているものの、同手帳記号番号

に係る特殊台帳では、当該期間の保険料は未納となっており、当該期間の

保険料の納付をうかがわせる事情も見当たらない。 

    また、申立期間②について、申立人は、国民年金保険料の納付時期及び



 

  

納付金額の記憶が曖昧であることから、保険料の納付状況が不明である。 

    さらに、申立人が、昭和 36 年度の３か月以外の期間及び申立期間②の国

民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 36 年度のうち３か月の国民年金保険料を納付していたものと認められ

る。 

 

 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5368 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 19 年 10 月１日から 20 年９月１日ま

での期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を 19

年 10 月１日に、資格喪失日に係る記録を 20 年９月１日に訂正し、当該期

間に係る標準報酬月額を 70 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

   申立期間のうち、昭和 24 年７月１日から 27 年９月１日までの期間につ

いて、申立人のＢ社（現在は、Ｉ社）の事業主は、申立人が 24 年７月１

日に厚生年金保険被保険者の資格を取得し、27 年９月１日に同資格を喪

失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対し行ったことが認められる

ことから、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に

係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額は、昭和 24 年７月から 26 年７月までは

4,000 円、同年８月から 27 年８月までは 8,000 円とすることが妥当であ

る。 

   申立期間のうち、昭和 27 年９月１日から 32 年７月 21 日までの期間に

ついて、申立人のＣ社における厚生年金保険被保険者資格取得日は 27 年

９月１日であったと認められ、かつ、事業主は、申立人が 32 年７月 21 日

に厚生年金保険被保険者の資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に対

し行ったことが認められることから、申立人に係る厚生年金保険被保険者

資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、当該期間に係る標準報酬月額は、昭和 27 年９月から 30 年９月ま

では 8,000 円、同年 10 月から 32 年６月までは 9,000 円とすることが妥当

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 大正 12 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 19 年４月１日から 20 年９月１日まで 



                      

  

             ② 昭和 21 年４月１日から 22 年４月１日まで 

             ③ 昭和 23 年６月 30 日から 24 年７月１日まで 

             ④ 昭和 24 年７月１日から 27 年９月１日まで 

             ⑤ 昭和 27 年９月１日から 32 年７月 21 日まで 

    私は、勤労動員学徒で、昭和 18 年９月１日にＤ地区にあったＡ社に

勤務した後、学校を卒業した後の 19 年４月１日に正社員として同社に

入社し、Ｅ業務を担当して、20 年８月末まで勤務していたが、当該期

間の厚生年金保険被保険者記録が無い。また、終戦後はＦ地区に戻り、

21 年４月１日にＧ社に入社したが、私の被保険者記録は 22 年４月１日

からとなっており、入社時期と厚生年金保険の加入が１年間違っている。

その後も 32 年７月 21 日まで継続してＧ社と同社の同系列の事業所であ

ったＨ社、Ｂ社及びＣ社に在籍しながらＪ業務に関係する仕事を行って

いたが、私の被保険者記録は、23 年６月 30 日までであり、その後の記

録が無いのはおかしいので、申立期間①から⑤までについて、厚生年金

保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①のうち、昭和 19 年 10 月１日から 20 年９月１日までの期間

について、申立人の当該期間における詳細な記憶及び申立人と同様に勤労

動員学徒としてＡ社に勤務し、学校卒業後に申立人と同期入社した、寮で

も同室であったとする同僚の証言により、申立人が当該期間において同社

に継続して勤務していたことが認められる。 

   また、申立人はＡ社において、Ｅ業務を行っていたと述べているところ、

上記の同僚は、「申立人はＫ校（現在は、Ｌ大学）を卒業しており、Ｅ業

務を担当していたと思う。私とは配属先は異なっていたが、当時、学卒の

者は私と申立人の二人だけであり、雇用形態や待遇は同じであった。」と

供述している。また、当該同僚は、同社に係る健康保険厚生年金保険被保

険者名簿において、当該期間に厚生年金保険に加入していることが確認で

きる。 

   さらに、上記被保険者名簿には、当該期間において申立人と同年代の複

数の者が被保険者資格を取得していることが確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、当該期間において事業主によ

り給与から厚生年金保険料を控除されていたと認められる。 

   また、当該期間に係る標準報酬月額については、上記の申立人と同期入

社の同僚の当該期間の標準報酬月額から 70 円とすることが妥当である。 

   なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなって

おり、当時の事業主は既に死亡している上、役員の所在も不明であり確認



                      

  

できない。しかし、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格の取得届

が提出された場合には、その後、被保険者資格の喪失届を提出する機会が

あったこととなるが、いずれの機会においても社会保険事務所がこれを記

録していないとは通常の事務処理では考え難いことから、事業主から当該

社会保険事務所へ資格の取得及び喪失に係る届出は行われておらず、その

結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 19 年 10 月から 20 年８月ま

での保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

   申立期間④について、申立人の詳細な記憶及びＩ社の回答により、申立

人が当該期間においてＢ社に継続して勤務していたことが認められる。 

   また、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び健康保険厚生

年金保険被保険者台帳（旧台帳）には、申立人と同姓同名で生年月日の一

部が相違し、基礎年金番号に統合されていない厚生年金保険被保険者記録

（資格取得日は昭和 24 年７月１日、資格喪失日は 27 年９月１日）が確認

できる。 

   さらに、申立人は、当該期間当時、自身と同姓同名の同僚はいなかった

と述べている。 

   これらを総合的に判断すると、上記の被保険者記録は申立人の記録であ

り、Ｂ社の事業主は申立人が昭和 24 年７月１日に被保険者資格を取得し、

27 年９月１日に資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に対し行った

と認められる。 

   また、当該期間の標準報酬月額は、上記被保険者名簿及び被保険者台帳

の記録から、24 年７月から 26 年７月までは 4,000 円、同年８月から 27

年８月までは 8,000 円とすることが必要である。 

   申立期間⑤について、申立人の詳細な記憶及び同僚の証言により、申立

人が当該期間においてＣ社に継続して勤務していたことが認められる。 

   また、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び厚生年金保険

被保険者台帳（旧台帳）には、申立人と姓及び生年月日が一致しているが

名前の漢字が一文字相違し、基礎年金番号に統合されていない厚生年金保

険被保険者記録（資格取得日は昭和 27 年７月１日、資格喪失日は 32 年７

月 21 日）が確認できる。 

   さらに、申立人は当該期間当時、Ｃ社には自身と同姓及び同年齢の従業

員はいなかったと述べており、これらのことから、上記の被保険者記録は

申立人の記録であると認められる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人のＣ社における厚生年金保険の被

保険者の資格の取得日については、申立人のＢ社における被保険者喪失日

と同日の昭和 27 年９月１日と認められ、かつ、事業主は、申立人が 32 年

７月 21 日に同資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に対し行ったと

認められる。 



                      

  

   また、当該期間に係る標準報酬月額については、上記被保険者名簿及び

被保険者台帳の記録から、27 年９月から 30 年９月までは 8,000 円、同年

10 月から 32 年６月までは 9,000 円とすることが必要である。 

   一方、申立期間①のうち、昭和 19 年４月１日から同年 10 月１日までの

期間について、当該期間は、労働者年金保険法（昭和 16 年法律第 60 号）

の適用期間であり、同法では、筋肉労働者の男子工員のみが被保険者とな

るとされているところ、申立人の学歴、業務内容等から判断すると、申立

人は、筋肉労働者ではなかったと考えられることから、同法の被保険者で

はなかったものと認められる。 

   申立期間②について、申立人はＡ社を退職後、Ｊ業務を行っているＧ社

又はＨ社に就職した経緯及び入社時期を詳細に記憶していることから、当

該期間に在籍していたことは推認できる。 

   しかし、Ｇ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、同社

は昭和 22 年４月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、当該期

間は適用事業所ではないことが確認できる。 

   また、Ｇ社の事業主は既に亡くなっており、当時の役員も不明であり、

上記被保険者名簿に名前のある同僚についても死亡又は連絡先が不明で、

これらの者から供述を得ることができない。 

   申立期間③について、申立人は当該期間において、Ｈ社に勤務していた

と述べている。 

   しかし、当時、Ｈ社の事業主は、同社のほかにＧ社及び同社と類似する

名称の会社を複数社経営し、Ｂ社の理事でもあったことが確認できるとこ

ろ、申立人の厚生年金保険の記録から、Ｈ社においてＪ業務を行っていた

従業員であっても、別の事業所の被保険者となっているなど、実際に就業

していた事業所と在籍していた事業所が一致していない傾向がうかがえ、

申立人が当該期間において、いずれの事業所の従業員であったかを特定す

ることができない。 

   また、Ｈ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立人

は昭和 23 年６月 30 日に被保険者資格を喪失しており同日以降の記録は確

認できない。 

   さらに、Ｈ社の事業主及び役員は既に亡くなっていることから、当時の

状況を確認することはできず、当該期間において同社に係る上記被保険者

名簿に名前があり連絡先が確認できた同僚に対して照会を行ったが、回答

は無く、申立てに係るグループ会社における厚生年金保険の取扱いを確認

することができなかった。 

   加えて、申立人からグループ会社であったとして名称の挙がった事業所

及び同一事業主となっている事業所について、これらの事業所に係る健康

保険厚生年金保険被保険者名簿に申立人の名前は見当たらない。 



                      

  

   このほか、申立人の申立期間①のうち、昭和 19 年４月１日から同年 10

月１日までの期間、申立期間②及び③に係る厚生年金保険料を控除されて

いたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として当

該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

を認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5369 

 

第１ 委員会の結論 

   Ａ社（現在は、Ｃ社）の事業主は、申立人が昭和 38 年９月 23 日に厚生

年金保険被保険者の資格を取得し、40 年２月６日に同資格を喪失した旨

の届出を社会保険事務所（当時）に対し行ったことが認められることから、

申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を

訂正することが必要である。 

   なお、当該期間に係る標準報酬月額については、昭和 38 年９月から 39

年６月までは１万 4,000 円、同年７月から同年９月までは１万 8,000 円、

同年 10 月から 40 年１月までは２万円とすることが妥当である。 

   申立人のＢ社における厚生年金保険被保険者資格取得日は、昭和 40 年

２月６日であったと認められ、かつ、事業主は、申立人が 42 年３月 26 日

に厚生年金保険被保険者の資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に対

し行ったことが認められることから、申立人に係る厚生年金保険被保険者

資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、当該期間に係る標準報酬月額については、昭和 40 年２月から同

年９月までは２万 2,000 円、同年 10 月から 41 年９月までは２万 4,000 円、

同年 10 月から 42 年２月までは２万 2,000 円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38 年９月 23 日から 40 年２月６日まで 

             ② 昭和 40 年２月６日から 42 年３月 26 日まで 

    申立期間①について、私は、Ａ社に勤務していたが、この期間の厚生

年金保険の記録が無い。厚生年金保険料も給料から控除されていたと思

うので、この期間について調査をしてほしい。 

    申立期間②について、Ｂ社の従業員として勤務していたが、この期間

の厚生年金保険の記録が無い。厚生年金保険料も給料から控除されてい

たと思うので、この期間について調査をしてほしい。 

 



                      

  

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、Ｃ社の回答及び同社から提出された採用時の資料

から、申立人がＡ社に勤務していたことが認められる。 

   また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立人と同

姓同名で、生年月日の一部が相違し、基礎年金番号に統合されていない厚

生年金保険被保険者記録（資格取得日は昭和 38 年９月 23 日、資格喪失日

は 40 年２月６日）が確認できる。 

   さらに、申立人は、当時、生年月日を上記の被保険者名簿に記録されて

いる日付であると思っていた旨の供述をしており、これはＡ社の人事記録

上の生年月日と一致している。 

   これらを総合的に判断すると、上記の被保険者記録は申立人の記録であ

り、事業主は申立人が昭和 38 年９月 23 日に厚生年金保険の被保険者資格

を取得し、40 年２月６日に同資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所

に対し行ったことが認められる。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、上記の被保険者名簿の記録

から、昭和 38 年９月から 39 年６月までは１万 4,000 円、同年７月から同

年９月までは１万 8,000 円、同年 10 月から 40 年１月までは２万円とする

ことが必要である。 

   申立期間②について、雇用保険の加入記録、申立人の勤務内容に係る具

体的な供述等から判断すると、申立人が、Ｂ社に勤務していたことが認め

られる。 

   また、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、申立人と同

姓同名で、生年月日の一部が相違し、基礎年金番号に統合されていない厚

生年金保険被保険者記録（資格取得日は昭和 40 年２月１日、資格喪失日

は 42 年３月 26 日）が確認できる。 

   さらに、申立人は、当時、Ｂ社には自身のほかに同姓同名の従業員はい

なかった旨の供述をしており、これらのことから上記の被保険者記録は申

立人の記録であると認められる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人のＢ社における厚生年金保険被保

険者資格の取得日については、申立人のＡ社における被保険者喪失日と同

日の昭和 40 年２月６日と認められ、かつ、事業主は申立人が 42 年３月

26 日に同資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に対し行ったことが

認められる。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、昭和 40 年２月から同年９

月までは２万 2,000 円、同年 10 月から 41 年９月までは２万 4,000 円、同

年 10 月から 42 年２月までは２万 2,000 円とすることが必要である。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5370 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保

険被保険者資格の喪失日に係る記録を昭和 52 年１月１日に訂正し、申立

期間の標準報酬月額を 11 万 8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51 年 12 月 29 日から 52 年１月１日まで 

    私は、昭和 49 年２月１日から 51 年 12 月 31 日までＡ社に継続して勤

務していた。退社時に会社から受け取った厚生年金保険被保険者証交付

通知書でも、加入期間が 49 年２月１日から 51 年 12 月 31 日までの 35

か月となっている。しかし、同社における勤務期間の厚生年金保険の加

入記録は、同年 12 月 29 日から 52 年１月１日までの記録が欠落してお

り、加入月数が 34 か月となっている。申立期間を厚生年金保険被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録から、申立人が申立期間にＡ社に継続して勤務して

いたことが認められる。 

   また、申立人が所持するＡ社発行の厚生年金保険被保険者証交付通知書

には、申立人の厚生年金保険の加入月数が 35 か月と記載されている。 

   さらに、上記の通知書には、加入期間として昭和 49 年２月１日から 51

年 12 月 31 日までと記載されており、加入期間の終期がオンライン記録に

おける資格喪失日より後の日付となっている。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が申立期間においてＡ社に継続し

て勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたものと認められる。 



                      

  

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

51 年 11 月の社会保険事務所（当時）の記録から、11 万 8,000 円とするこ

とが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、申立期間当時の資料等が保管されていない

ため不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無い

ことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5371 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、昭和 20 年４月１日から 21 年 12 月 31 日までの期間に

ついて、当該期間に係る脱退手当金の支給記録は有効なものとは認められ

ないことから、当該脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

   申立期間のうち、昭和 21 年３月７日から 23 年 12 月１日までの期間に

ついて、Ａ社（現在は、Ｄ社）の事業主は、申立人が同社所有の船舶Ｂに

おいて 21 年３月７日に船員保険被保険者資格を取得し、23 年５月 21 日

に同資格を喪失した旨及び同社所有の船舶Ｃにおいて同年５月 21 日に同

資格を取得した旨の届出を、社会保険事務所（当時）に対し行ったことが

認められることから、当該期間について申立人の船員保険被保険者資格の

取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、昭和 21 年３月は 80 円、同

年４月から 22 年 11 月までは 480 円、同年 12 月から 23 年 11 月までは

2,400 円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 20 年４月１日から 21 年 12 月 31 日まで 

             ② 昭和 21 年１月７日から 23 年 12 月１日まで 

    昭和 20 年４月１日から 21 年 12 月 31 日までの船員保険被保険者期間

について、23 年３月 23 日に脱退手当金が支給された記録となっている

が、脱退手当金の請求手続を行った記憶は無いので、当該期間が船員保

険の被保険者期間であったと認めてほしい。 

    また、私は、昭和 21 年１月７日にＡ社に入社したが、23 年 12 月１

日までの期間が船員保険の被保険者期間となっていないので、船員保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②のうち、昭和 21 年３月７日から 23 年 12 月１日までの期間

について、オンライン記録によると、申立人は、Ａ社所有の船舶Ｂにおけ



                      

  

る被保険者記録が無く、同社所有の船舶Ｃにおいては同年 12 月１日資格

取得となっている。 

   しかし、Ａ社の人事記録から、申立人が当該期間において、同社に継続

して勤務していたことが認められる。 

   また、申立人が所持する船員手帳から、申立人が昭和 21 年３月７日か

ら 23 年５月 21 日までの期間は船舶Ｂに、同日から 24 年６月１日までの

期間は船舶Ｃに乗船していたことが確認できる上、船員手帳の船員保険関

係のページにおいて、Ａ社に係る船員保険の資格取得日が 21 年３月７日、

資格喪失日が 24 年２月 28 日と記載されており、同社の社名印及び角印が

押されていることが確認できる。 

   一方、船舶Ｂに係る船員保険被保険者名簿及び船舶Ｃに係る船員保険被

保険者名簿について、年金事務所は「当該両被保険者名簿は昭和 23 年 12

月に書換えが行われたと思われる。」と回答しているが、船舶Ｂの被保険

者名簿では昭和 21 年１月１日の、船舶Ｃの被保険者名簿では 20 年７月

22 日のそれぞれの資格取得者の後、資格取得日及び資格喪失日の記載の

無い者が続き、その後、23 年 12 月１日の資格取得者が記載されており、

これらのことから、当時、当該両被保険者名簿が通常の事務処理において

作成されたものとは考え難い。 

   また、船舶Ｂに係る船員保険被保険者名簿及び船舶Ｃに係る船員保険被

保険者名簿には、ページの欠落が散見されるところ、年金事務所は、「当

該両名簿には、欠落してしまった部分が無いとは言い切れない。」と回答

している。 

   さらに、船舶Ｃに係る船員保険被保険者名簿には、申立人の資格取得日

は昭和 23 年 12 月１日と記載されているものの、申立人の船員保険被保険

者臺帳（旧台帳）には資格取得日の記載が無い上、当該被保険者名簿の備

考欄及び旧台帳の標準報酬月額の変更欄に、資格取得日より前の日付であ

る同年６月１日と記載されていることが確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、船舶Ｂ及び船

舶Ｃの被保険者に係る年金記録の管理が適切に行われていたとは考え難く、

Ａ社は、申立人が同社所有の船舶Ｂにおいて昭和 21 年３月７日に船員保

険被保険者資格を取得し、23 年５月 21 日に同資格を喪失した旨の届出を、

同社所有の船舶Ｃにおいて同年５月 21 日に同資格を取得した旨の届出を、

それぞれ、社会保険事務所に対し行ったことが認められる。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、船員保険被保険者臺帳（旧

台帳）、事業所の人事記録及び申立人と同時期に入社した同僚の記録から、

昭和 21 年３月は 80 円、同年４月から 22 年 11 月までは 480 円、同年 12

月から 23 年 11 月までは 2,400 円とすることが妥当である。 

   申立期間②のうち、昭和 21 年１月７日から同年３月７日までの期間に



                      

  

ついては、Ａ社の人事記録から、申立人が 20 年 12 月にＥ校を卒業し 21

年１月７日に同社に入社したことが確認できる。 

   しかし、申立人は、「入社して間もなく、係船中の船舶Ｆに見習船員と

して配属された。」と述べているところ、Ａ社の人事記録には申立人が船

舶Ｆに乗船していた旨の記載は無く、Ｄ社は「稼動していない船舶に係る

船員保険の加入状況は不明である。」と回答している。 

   また、申立人が所持している船員手帳の船員保険関係のページにおいて

当該期間に申立人が船員保険被保険者であったとする記載は無い。 

   さらに、Ｅ校における申立人の同窓生で申立人とほぼ同時期にＡ社に入

社し船舶Ｆに配属されたと記憶する同僚の中には、申立人と同様に当該期

間に船員保険の被保険者となっていない者が見受けられる。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として当該期間に係る船員保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 

   申立期間①について、船員保険被保険者臺帳（旧台帳）では昭和 20 年

４月１日から 21 年 12 月 31 日まで申立人が船員保険の被保険者であった

が、23 年３月 23 日に脱退手当金が支給された旨の記載がある。 

   しかしながら、前述のとおり、脱退手当金が支給されたとする昭和 23

年３月 23 日は、申立人は船員保険の被保険者期間であったと認められる

ことから、旧船員保険法第 49 条の規定に鑑み、申立期間①に係る脱退手

当金の支給は違法であり、受給の有無にかかわらず、その支給記録を取り

消すことが必要である。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5372 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 38 年２月１日から同年６月１日まで

の期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における厚生年金

保険被保険者資格の取得日に係る記録を同年２月１日に、同資格の喪失日

に係る記録を同年６月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を１万

6,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年２月１日から 40 年７月１日まで 

    私は、申立期間においてＡ社に勤務しＣ部に所属していたが、厚生年

金保険の被保険者記録が無いので、被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社の役員、Ａ社における複数の同僚及び申立人が同社の退職後に設立

したＤ社の同僚の供述等から判断すると、申立人が申立期間のうち昭和

38 年２月１日から同年５月 31 日までＡ社に勤務していたことが認められ

る。 

   また、事業主及び当該期間当時の社会保険事務担当者は、「申立人はＣ

部に正社員として勤務しており、正社員は全員入社時から厚生年金保険に

加入していた。」と回答している。 

   さらに、当該期間において申立人と同じＣ部に正社員として勤務してい

た同僚８名については、全員厚生年金保険に加入していることが確認でき

る。 

   加えて、複数の同僚から聴取した当該期間における正社員の人数とＡ社

に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿における被保険者数がおおむね

一致していることから、正社員は全員厚生年金保険に加入していたものと



                      

  

認められる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 38 年

２月１日から同年６月１日までの期間について、厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、申立人の入社時期近くに資

格を取得した同僚のＡ社における当該期間の社会保険事務所（当時）の記

録から、１万 6,000 円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当時の資料が無く不明としているが、仮に、事業主か

ら申立人に係る被保険者資格の取得届が提出された場合には、その後被保

険者資格の喪失届も提出されていると思われるところ、いずれの機会にお

いても社会保険事務所が当該届出を記録しておらず、これは通常の事務処

理では考え難いことから、事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪に

係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る

昭和 38 年２月から同年５月までの保険料について納付の告知を行ってお

らず、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 

   一方、申立期間のうち、昭和 38 年６月１日から 40 年７月１日までの期

間については、申立人のＡ社における在籍期間を確認できる人事記録等は

無く、申立人が同社の退職後に設立したＤ社における複数の同僚の証言か

ら、当該期間においては申立人が既にＡ社を退職しておりＤ社の起業に従

事した時期であったことがうかがえる。 

   このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5373 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を 39 万 5,000

円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16 年７月 20 日 

    私は、Ａ社の平成 16 年７月 20 日支給の賞与から、厚生年金保険料を

控除されているものの、申立期間の厚生年金保険の記録が欠落している

ので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出のあった平成 16 年７月 20 日に支給された賞与に係る台帳

記録から、申立人は、39 万 5,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は事務手続を誤ったため厚生年金保険料を納付していない

と回答していることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立

期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5374 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を 44 万 5,000

円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16 年７月 20 日 

    私は、Ａ社の平成 16 年７月 20 日支給の賞与から、厚生年金保険料を

控除されているものの、申立期間の厚生年金保険の記録が欠落している

ので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出のあった平成 16 年７月 20 日に支給された賞与に係る台帳

記録から、申立人は、44 万 5,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は事務手続を誤ったため厚生年金保険料を納付していない

と回答していることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立

期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5375 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録を 42 万 5,000

円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16 年７月 20 日 

    私は、Ａ社の平成 16 年７月 20 日支給の賞与から、厚生年金保険料を

控除されているものの、申立期間の厚生年金保険の記録が欠落している

ので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出のあった平成 16 年７月 20 日に支給された賞与に係る台帳

記録から、申立人は、42 万 5,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は事務手続を誤ったため厚生年金保険料を納付していない

と回答していることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立

期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5376 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係

る記録を昭和 48 年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 13 万

4,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 12 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48 年８月 31 日から同年９月１日まで 

    厚生年金保険の加入記録によると、私のＡ社における厚生年金保険の

被保険者資格喪失日は昭和 48 年８月 31 日となっているが、私は、同社

を同年８月 31 日に退職したので、被保険者資格喪失日は、同年９月１

日のはずである。 

    調査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及びＡ社から提出された人事記録により、申立人が

申立期間に同社に勤務していたことが認められる。 

   また、昭和 48 年９月１日にＡ社における被保険者資格を喪失している

者が申立人を除き３名確認できるところ、当該３名の雇用保険における離

職日は同年８月 31 日となっており、申立人の雇用保険における離職日と

一致している。 

   さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立期間

及びその近接した期間において資格を喪失している者の資格喪失日は、ほ

とんどが月初日であることが確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 



                      

  

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

48 年７月の社会保険事務所（当時）の記録から、13 万 4,000 円とするこ

とが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、厚生年金保険被保険者資格喪失届により、Ａ社が、申立人の同社

における厚生年金保険被保険者資格の喪失日を昭和 48 年８月 31 日として

届け出たことが確認できることから、社会保険事務所は、申立人に係る同

年８月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納

入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合

又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5377 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主は、申立人が昭和 19 年 10 月１日に厚生年金保険被保険者資格を

取得し、20 年８月 31 日に同資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所

（当時）に対して行ったことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場

における厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正

することが必要である。 

   なお、申立期間の標準報酬月額は、昭和 19 年 10 月から 20 年１月まで

は 120 円、同年２月から同年７月までは 140 円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 10 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19 年 10 月１日から 20 年８月 31 日まで 

    夫は、昭和 19 年 10 月１日から 20 年８月 31 日までＡ社Ｂ工場に勤務

していたが、その間の厚生年金保険の被保険者記録が無いので確認して

ほしい。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   厚生年金保険被保険者記号番号払出簿及び厚生年金保険被保険者台帳

（旧台帳）において、申立人と同姓同名で、生年月日が同じ者が昭和 19

年 10 月１日に被保険者の資格を取得し、20 年８月 31 日に資格を喪失し

ている基礎年金番号に未統合の厚生年金保険被保険者記録が確認できる。 

   また、申立人が後に再就職した事業所の社会保険事務担当者から、「人

事記録の職歴欄に、申立人が昭和 19 年９月からＣ県Ｄで勤務したとの記

載がある。」との供述がある上、申立人の妻は、「夫は、私と結婚する以

前にＣ県にあった会社で働いていたとの話を聞いている。」と供述してい

ることから、申立人が申立期間においてＡ社Ｂ工場に勤務していたことが

推認できる。 

   これらを総合的に判断すると、上記の被保険者記録は申立人の記録であ



                      

  

り、事業主は、申立人が昭和 19 年 10 月１日に厚生年金保険被保険者資格

を取得し、20 年８月 31 日に同資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所

に対し行ったことが認められる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、上記の厚生年金保険被保険

者台帳（旧台帳）から、昭和 19 年 10 月から 20 年１月までは 120 円、同

年２月から同年７月までは 140 円とすることが妥当である。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5378 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間において厚生年金保険被保険者であったと認められ

ることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪失日に係る記

録を昭和 25 年 11 月１日に訂正することが必要である。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 21 年２月及び同年３

月を 130 円、同年４月から同年 11 月までを 240 円、同年 12 月から 22 年

５月までを 270 円、同年６月から 23 年７月までを 600 円、同年８月から

24 年４月までを 5,700 円、同年５月から 25 年 10 月までを 8,000 円とす

ることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 21 年２月１日から 25 年 11 月１日まで 

    夫は、昭和 19 年６月１日から 25 年 10 月 31 日までＡ社Ｃ部に勤務し

ていたが、申立期間の厚生年金保険被保険者記録が無い。夫は、同社の

希望退職募集に応じて同年 10 月 31 日に退職したが、申立期間は同社に

勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認め

てほしい。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の妻が所持するＡ社の辞令に、昭和 25 年 10 月 31 日付けで依願

解雇する旨が記載されており、申立人が申立期間に同社に継続して勤務し

ていたことが認められる。 

   一方、オンライン記録においては、申立人のＡ社に係る厚生年金保険被

保険者資格の喪失日は昭和 21 年２月１日となっている。 

   しかしながら、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）及び

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人について、

オンライン記録の資格喪失日である昭和 21 年２月１日以降の 24 年５月１



                      

  

日付けで標準報酬月額が変更された記録が記載されている上、資格喪失日

の記載が無いことが確認でき、事業主が申立人の資格喪失日を 21 年２月

１日と届け出たとは考え難い。 

   また、上記の被保険者台帳の備考欄には、「名簿不備につき整備不能台

帳」と記載されており、これについて、日本年金機構のＤ事務センターは、

「資格喪失日が不明な点について、被保険者名簿等に基づく確認作業を行

ったが、確認できなかった。」と回答している。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において厚生年金保

険被保険者であったと認められることから、申立人のＡ社における厚生年

金保険被保険者の資格喪失日に係る記録を昭和 25 年 11 月１日に訂正する

ことが必要である。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社に係る健康保険厚生年

金保険被保険者名簿における申立人の申立期間に係る記録から、昭和 21

年２月及び同年３月を 130 円、同年４月から同年 11 月までを 240 円、同

年 12 月から 22 年５月までを 270 円、同年６月から 23 年７月までを 600

円、同年８月から 24 年４月までを 5,700 円、同年５月から 25 年 10 月ま

でを 8,000 円とすることが妥当である。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5379 

第１ 委員会の結論 

   事業主は、申立人が昭和 42 年 10 月１日に厚生年金保険被保険者の資格

を喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に行ったことが認められる

ことから、申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂正

し、申立期間の標準報酬月額を６万円とすることが必要である。 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42 年９月 30 日から同年 10 月１日まで 

    途中で名称が変わったが、私は、申立期間の前後を含めてＡ社（現在

は、Ｃ社）に継続して勤務していた。申立期間の厚生年金保険被保険者

の記録が欠落していることに納得できないので、記録を訂正してほしい。 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録では、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格

の喪失日は、昭和 42 年９月 30 日となっている。 

   しかし、Ｃ社から提出された社員台帳の記録から、申立人はＡ社に継続

して勤務（昭和 42 年 10 月１日に同社Ｂ支店から同社本店に異動）してい

たことが認められる。 

   また、企業年金連合会が管理しているＤ厚生年金基金における申立人の

加入記録は、昭和 42 年 10 月１日に資格喪失し、同日に資格取得となって

いることが確認できる。 

   さらに、上記の厚生年金基金の記録が事後訂正された形跡は認められな

い上、同基金の届出書が、複写式でなかったとする事実も認められない。 

   加えて、雇用保険の被保険者記録ではＡ社Ｂ支店での離職日が昭和 42

年９月 30 日となっており、厚生年金基金の記録と符合している。 

   これらを総合的に判断すると、事業主は申立人が昭和 42 年 10 月１日に

厚生年金保険被保険者の資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に行っ

たことが認められる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、厚生年金基金及び健康保険

厚生年金保険被保険者名簿の記録から６万円とすることが妥当である。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5380 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社における厚生年金保険の資格取得日は、昭和 62 年５月 29

日であると認められることから、申立人の資格取得日に係る記録を訂正す

ることが必要である。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については 13 万 4,000 円とすることが

妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62 年５月 29 日から同年６月１日まで 

    私は、昭和 62 年３月 25 日にＢ社（現在は、Ｃ社）に入社し、平成３

年３月 31 日に退職するまで継続して勤務していた。ねんきん定期便で

は、昭和 62 年６月１日からＡ社の被保険者となっているが、その前の

同年５月 29 日から同年６月１日までの期間の厚生年金保険の加入記録

が無いので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及び複数の同僚の供述から、申立人が申立期間に申

立てに係るグループ会社に継続して勤務（昭和 62 年５月 29 日に、Ｂ社か

らＡ社に異動）していたことが認められる。 

   一方、オンライン記録から、Ａ社は、昭和 62 年６月１日に厚生年金保

険の適用事業所となっており、申立期間当時は適用事業所ではないことが

確認できる。 

   しかしながら、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、

同社が厚生年金保険の適用事業所となった日（昭和 62 年６月１日）より

前の同年５月 30 日付けで、申立人が同年６月１日に厚生年金保険被保険

者資格を取得した旨の届出に係る社会保険事務所（当時）の決裁印がある

ことから、同社の適用申請に係る届出及び申立人に係る被保険者資格の取

得届は、同日より前に提出されていたことが確認できるところ、同社は、



                      

  

申立期間において既に法人格を有しており、当該届出が提出された時点で

適用要件を満たしていることは容易に確認できる状況であったと考えられ、

適用日を同年６月１日とすべき特段の理由は見当たらない。 

   また、Ａ社及びＢ社を管轄する年金事務所は、「申立人が昭和 62 年５

月 29 日にＢ社で資格を喪失した届出及び同年６月１日にＡ社で資格を取

得した届出は、一緒に受け付けられたと思う。」と回答している。 

   さらに、上述のとおり、申立人がＡ社において昭和 62 年６月１日に厚

生年金保険被保険者資格を取得した旨の届出は、上記の被保険者原票から

同年５月 30 日以前に提出されていることが確認できるが、このことにつ

いて年金事務所は、「資格取得日より前の日付での受付印（決裁印）は不

自然である。」と回答している。 

   これらを総合的に判断すると、申立人のＡ社における資格取得日は、Ｂ

社の資格喪失日と同日の昭和 62 年５月 29 日であると認められることから、

申立人の資格取得日に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社に係る健康保険厚生年

金保険被保険者原票の昭和 62 年６月の記録から 13 万 4,000 円とすること

が妥当である。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5381 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間

に係る標準報酬月額の記録を 50 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年 11 月１日から６年 10 月１日まで 

    厚生年金保険の記録によると、Ａ社に勤務していた平成４年 11 月か

ら６年９月までの標準報酬月額が減額されており、実際に給与から控除

されていた保険料に見合う標準報酬月額と相違している。調査の上、申

立期間の標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録では、申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬

月額は、当初 50 万円と記録されていた。 

   しかし、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった平成６年

10 月１日より後の同年 11 月 25 日に、申立人の申立期間に係る標準報酬

月額が 20 万円に減額訂正の処理がされていることが確認できるが、社会

保険事務所において、当該訂正処理を遡って行う合理的な理由は見当たら

ない。 

   なお、Ａ社の商業登記簿謄本によると、申立人は取締役であったことが

確認できるが、同社の複数の同僚及び取締役が「社会保険関係の決定者は

社長で、申立人はＢ職担当の取締役であり、社会保険業務には一切関与し

ていなかった。」と証言していることから、申立人は、当該標準報酬月額

の減額訂正処理に関与していたとは考え難い。 

   これらを総合的に判断すると、標準報酬月額に係る有効な記録訂正があ

ったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が

社会保険事務所に当初届け出た 50 万円に訂正することが必要である。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5338 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 41 年３月から 49 年５月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 41年３月から 49年５月まで 

私は、夫から将来のことを考え国民年金に加入した方がいいと勧められ、

昭和 41 年３月頃、Ａ町役場で国民年金の加入手続を行った。その際、国民

年金手帳の交付を受けたかどうかは記憶していないが、大切な物を保管し

ていた箱に柿色の手帳があったことは記憶している。 

国民年金保険料については、私がＡ町役場で納付すると、白っぽい紙の

右側に印刷されていた縦３つの円のところに領収印を押してくれた記憶が

ある。納付時期等の具体的なことを思い出せないが、申立期間当初、１回

の保険料額は 300円ぐらいだったことは憶
おぼ

えている。 

私が国民年金に加入したのは、別のＢ町に転居した昭和 49 年６月からと

されているが、転居前に住んでいたＡ町で既に加入し、国民年金保険料を

納付してきたので、申立期間が未加入で保険料が未納とされていることに

納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 41 年３月頃、Ａ町役場で国民年金に加入したと主張してい

るが、申立人は、国民年金の加入手続を行った際、国民年金手帳の交付を受

けたかの記憶は定かではなく、柿色の手帳を大切に保管していた記憶がある

と述べているものの、手帳の記載内容についての記憶が無く、その手帳が国

民年金手帳であったとまではうかがえないなど、国民年金の加入状況が不明

である。 

   また、申立期間の国民年金保険料について、申立人は、Ａ町役場で納付の

都度、白っぽい用紙に印刷されていた縦３か所の円に領収印を押してもらっ

ていたと述べている。しかし、申立人が述べるような領収印を押す方法は、



 

  

むしろＢ町で採られていた方法に近いことが、申立人が所持しているＢ町の

国民年金保険料領収証書の書式から認められることに加え、申立人が申立期

間当時、居住していたＡ町では、申立期間のうち、昭和 45 年６月までは、

国民年金手帳に国民年金印紙を貼り付け、これに検認印を押す方法が採られ

ており、次いで同年７月からは、町役場が国民年金手帳を預かった上で、納

付書により納付する方法が採られていることから、申立人の主張をもって、

Ａ町で保険料を納付していたと推認することは困難である。 

   さらに、申立期間において、申立人の夫は厚生年金保険の被保険者だった

ことにより、その妻である申立人は、国民年金への加入は任意であり、制度

上、任意加入の場合、加入を申し出た日が国民年金の被保険者資格の取得日

とされ、遡って被保険者資格を取得することも、国民年金保険料を納付する

こともできないことから、申立人が申立期間の保険料を納付するためには、

別の国民年金手帳記号番号が払い出される必要がある。しかし、申立人が申

立期間当時居住していたＡ町で、別の手帳記号番号が払い出された形跡は見

当たらず、申立人の手帳記号番号は、昭和 49 年６月に転居したＢ町で払い

出されていることが確認できる上、申立人が主張するように、同年同月より

前から転居前のＡ町で既に国民年金に加入し、保険料を納付してきたのであ

れば、転居後のＢ町において新たに手帳記号番号が払い出されること自体が

考えにくく、申立人は、申立期間において、国民年金に加入しておらず、保

険料も納付することできなかったと考えるのが自然である。 

   加えて、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、源泉徴収票等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5339 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 61 年７月から平成２年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 61年７月から平成２年８月まで 

私は、昭和 61 年７月に会社を退職した際、会社の事務担当者から社会保

険についての手続を指導されたことから、新庁舎に移転直前であった、居

住していた地域の市役所で厚生年金保険から国民年金への切替手続を行っ

た。申立期間の国民年金保険料については、自宅に送られてきた納付書と

現金を私の母親に渡し、母親が、毎月市役所の窓口又は自宅近くの郵便局

で納付していた。申立期間が未加入で保険料を納付していないとされてい

ることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 61 年７月に会社を退職した際、新庁舎に移転直前の市役所

で厚生年金保険から国民年金への切替手続を行った後、自宅に送られてきた

納付書と現金をその母親に渡し、母親が、毎月国民年金保険料を納付してい

たと主張しているが、申立人が居住していた地域の市役所は、平成＊年＊月

に移転して新庁舎となっていることが確認でき、申立期間当時に移転した事

実は無いことから申立内容と一致しない上、申立期間の保険料を納付してい

たとする母親は納付についての記憶が定かではないことから、当時の国民年

金の加入手続時期や保険料の納付状況が不明である。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿に

よると平成５年 11 月に払い出されていることが確認できることから、申立

期間は未加入期間であり、国民年金保険料を納付することができない期間で

ある上、申立人は申立期間を通じて同一市内に居住しており、申立人に別の

手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない。 

   さらに、申立期間は 50 か月であり、同一の行政機関が長期間にわたり記録



 

  

管理を続けて誤ることは考え難い。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5340 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 63 年８月の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 63年８月 

私は、平成７年９月に厚生年金保険の適用事業所を退職して実家のある

町に転居し、国民年金への切替手続を行った際、町役場の職員から申立期

間の国民年金保険料を納付していない旨を告げられたことから、遡って納

付を行った。申立期間が未加入で保険料を納付していないとされているこ

とに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成７年９月に厚生年金保険から国民年金への切替手続を行っ

た際、申立期間の国民年金保険料を遡って納付したと主張しているが、納付

場所や納付金額などの具体的な納付の記憶は曖昧であるとしていることから、

保険料の納付状況が不明である。 

   また、申立人が所持している年金手帳の記載及びオンライン記録から、申

立期間は未加入期間であることが確認できる上、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付したと主張する平成７年９月の時点では、当該期間の保険料

は時効により納付することができない。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、源泉徴収票等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5341 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47 年 12 月から 50 年３月までの期間、同年５月から 51 年５

月までの期間及び 53 年１月から 60 年２月までの期間の国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 47年 12月から 50年３月まで 

② 昭和 50年５月から 51年５月まで 

③ 昭和 53年１月から 56年３月まで 

④ 昭和 56年４月 

⑤ 昭和 56年５月から 60年２月まで 

私は、具体的なことについては分からないが、母親が私の国民年金の加

入手続を行い、私が結婚するまでの国民年金保険料を納付してくれていた

と思う。 

昭和 55 年 11 月に結婚した際、将来のことを考え、夫と相談して、市役

所で結婚に関わる手続と併せて国民年金の加入手続を行い、国民年金保険

料を納付していたと思う。 

申立期間④について、社会保険事務所(当時)の記録では、昭和 56 年４月

28 日に国民年金に加入し、３日後の同年５月１日に脱退した後、再び、60

年３月 29 日に国民年金に加入したようになっているが、私は、国民年金へ

の加入や脱退の手続を繰り返した記憶は無い。 

申立期間①、②、③及び⑤の期間が未加入とされ、申立期間④の国民年

金保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①、②及び③について、申立人は、その母親が申立人の国民年

金の加入手続を行い、申立人が結婚するまで国民年金保険料を納付し、結

婚後においては、申立人が自ら国民年金の加入手続を行い、保険料を納付

していたと主張している。しかし、申立人は、最初の国民年金への加入手



 

  

続及び結婚前の保険料の納付に直接関与しておらず、申立人の国民年金の

加入手続を行い、申立人が結婚するまで保険料を納付していたとするその

母親に聴取したものの、具体的な証言を得られなかったことに加え、結婚

後の国民年金への加入手続及び保険料の納付についても、申立人は、結婚

直後に、加入手続を行い、保険料を納付していたと述べるにとどまるなど、

結婚後の国民年金への加入手続及び保険料の納付について、その場所や納

付方法等の記憶が曖昧であり、国民年金の加入状況及び保険料の納付状況

が不明である。 

    また、申立人は、前述したとおり、申立期間①の始期にその母親が国民

年金の加入手続を行い、昭和 55 年 11 月の結婚の際にも、自ら加入手続を

行ったとしている。しかし、申立人が初めて加入手続を行ったのは、申立

人が所持する年金手帳、国民年金手帳記号番号払出簿の検索結果及びオン

ライン記録の記載から、56 年４月と推認されるとともに、夫婦連番で手帳

記号番号が払い出されていることから、その夫と一緒に加入手続を行った

ものと認められ、申立内容と一致しない上、結婚前に既に国民年金に加入

し、国民年金保険料を納付していたのであれば、結婚後に新たな手帳記号

番号が払い出されること自体が考えにくい。 

    さらに、結婚以降においては、申立人の夫が共済組合の組合員であった

ことから、当時、申立人の国民年金への加入は任意であり、任意加入の場

合には、加入を申し出た日に被保険者資格を取得することとされているた

め、制度上、遡って被保険者資格を取得することも国民年金保険料を納付

することもできず、申立人が、これらの期間の保険料を納付するには、別

の国民年金手帳記号番号が払い出されるほかない。しかし、別の手帳記号

番号が払い出された形跡は見当たらないことから、申立期間①、②及び③

について、申立人は国民年金に未加入で保険料も納付することができなか

ったと考えるのが自然である。 

 

  ２ 申立人は、申立期間④及び⑤について、この期間の国民年金の加入履歴

及び国民年金保険料の納付記録が、昭和 56 年４月 28 日に任意加入、３日

後の同年５月１日に資格喪失したとされ、保険料も同年４月は未納、それ

以後は未加入とされていることに関し、記録にあるように加入したり脱退

した記憶は無いと主張している。しかし、申立人自身が所持する年金手帳

及びオンライン記録のいずれも国民年金被保険者の資格取得日と喪失日は

一致していること、及び申立人が申立期間④及び⑤当時居住していた市で

は、任意加入被保険者について、保険料の未納が続いたとしても職権で資

格を喪失させることは無かったとしていることなどから、申立人が自ら当

該資格喪失手続を行ったと考えるのが自然である。 

    また、申立期間④において、加入手続を行いながら、国民年金保険料を



 

  

全く納付しなかったとされていることについては、申立人はその夫と共に

国民年金の加入手続を行ったものの、その当時、申立人の夫は、共済組合

の組合員であるため、申立人は国民年金への加入が任意であり、申立人が

国民年金へ加入する義務が無いことが判明したため、保険料を納付するこ

と無く、昭和 56 年５月１日付けで資格喪失の手続を行ったと考えれば、必

ずしも不自然とは言えない。 

    さらに、申立期間④及び⑤について、申立人の国民年金の加入手続及び

国民年金保険料の納付に関し、申立人の夫からも聴取したものの、当該期

間の保険料を納付していたとの心証を得るまでには至らなかった。 

    以上のことから、申立期間④の国民年金保険料は未納であり、資格喪失

手続後から昭和 60 年３月に再び国民年金に任意加入するまでの申立期間⑤

については、申立人は国民年金に未加入で保険料を納付することができな

かったと考えるのが自然である。 

 

  ３ 申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す資料（家

計簿、確定申告書等）も無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

４ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

     



 

  

神奈川国民年金 事案 5342 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47 年３月、48 年２月から同年３月までの期間、49 年４月か

ら 52 年３月までの期間及び 53 年４月から同年９月までの期間の国民年金保

険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 47年３月 

② 昭和 48年２月から同年３月まで 

③ 昭和 49年４月から 52年３月まで 

④ 昭和 53年４月から同年９月まで 

私は、昭和 55 年頃から 60 年頃までの時期に、市役所の年金担当職員か

ら、このままでは将来年金を受給できなくなるから、一括で国民年金保険

料を納付した方が良いと勧められたことから、過去の未納期間の保険料を

市の集金人又は市役所で一括して納付した。申立期間①、②、③及び④の

保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 55 年頃から 60 年頃までの時期に、居住していた市の市役

所の年金担当職員から、このままでは将来年金を受給できなくなるため、一

括で国民年金保険料を納付した方が良いと勧められたことから、申立期間①、

②、③及び④の保険料を一括して納付したと主張しているが、納付したとす

る時期のうち、一部の期間については、申立期間の保険料を遡って納付する

ことが可能な第３回特例納付が実施されていた期間もあるものの、申立内容

からは保険料を納付したとする時期が特定できない上、申立人が納付したと

する保険料額は、第３回特例納付等により申立期間の保険料を納付した場合

の金額と大きく相違していることから、申立期間の保険料を特例納付等によ

り納付していたとは考え難い。 

   また、申立人が申立期間①、②、③及び④の国民年金保険料を納付したと

する時期のうち、第３回特例納付実施期間終了後から昭和 60 年頃までは、



 

  

申立期間①、②及び③の保険料は時効により納付することができない時期で

ある上、申立人は、国民年金の加入手続以降、同一市内に居住しており、申

立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる形

跡も見当たらない。 

   さらに、申立期間①、②、③及び④について、申立人は市の集金人又は市

役所で国民年金保険料を遡って一括して納付したと主張しているが、市の集

金人及び市役所では、特例納付及び過年度納付により保険料を納付すること

ができない。 

   加えて、申立人が申立期間①、②、③及び④の国民年金保険料を納付して

いたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

   



 

  

神奈川国民年金 事案 5343 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 58 年６月から 59 年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 58年６月から 59年４月まで 

私は、昭和 58 年６月に会社を退職する際に、退職後の諸手続について説

明を受けたので、時期は忘れたが、区役所で厚生年金保険から国民年金へ

の切替手続を行った。 

私は、未納が無いようにずっと国民年金保険料を納付しているはずであ

り、申立期間が未加入とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 58 年６月に会社を退職する際に、退職後の諸手続について

説明を受けたので、時期は忘れたが、区役所で厚生年金保険から国民年金へ

の切替手続を行ったと主張しているが、申立人は、同年１月に、国民年金の

被保険者資格を喪失した後、再び国民年金の被保険者資格を取得したのは 59

年５月であることが、申立人が所持する年金手帳及び申立人の被保険者名簿

により確認できることから、申立期間は国民年金の未加入期間で、国民年金

保険料を納付することができない期間である。 

   また、申立人は、申立期間の国民年金保険料の納付時期、納付方法及び納

付金額についての記憶が定かではないことから、申立期間当時の保険料の納

付状況は不明である。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5344 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成元年８月から２年 12 月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成元年８月から２年 12月まで 

私は、会社を退職した平成元年８月頃に、現在所持している年金手帳を

持参して、区役所で厚生年金保険から国民年金への切替手続を行った。 

その後は、自宅に郵送されてきた納付書を使用して、毎月、郵便局で国

民年金保険料を納付していた。 

申立期間が未加入とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、会社を退職した平成元年８月頃に、現在所持している年金手帳

を持参して、区役所で厚生年金保険から国民年金への切替手続を行ったと主

張しているが、申立人が所持する年金手帳には、その当時に申立人が国民年

金の被保険者資格を取得した旨の記載が無いことから、その当時、申立人が、

厚生年金保険から国民年金への切替手続を行っていたとは考えにくい。 

   また、申立人は、昭和 62 年１月に国民年金の被保険者資格を喪失した後、

再び国民年金の被保険者資格を取得したのは、平成５年２月であることが、

申立人が所持する年金手帳及びオンライン記録により確認できることから、

申立期間は国民年金の未加入期間で、国民年金保険料を納付することができ

ない期間である。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5345 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 59 年４月から同年８月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 59年４月から同年８月まで 

私は、仕事を辞めたのを契機に、昭和 59 年３月頃に、区役所出張所で、

国民年金の加入手続を行い、同出張所で申立期間の国民年金保険料を納付

したと思う。申立期間が未加入とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 59 年３月頃に、区役所出張所で国民年金の加入手続を行っ

たと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、61 年７月に、その

当時申立人が居住していた市において払い出されていることが確認できるこ

とから、国民年金の加入手続時期についての申立人の主張と一致しない上、

申立人が国民年金の加入手続を行ったとする区において、別の手帳記号番号

が払い出されていたことをうかがわせる形跡も見当たらない。 

   また、申立人は、区役所出張所で申立期間の国民年金保険料を納付したと

思うと主張しているが、申立人の国民年金の被保険者資格取得時期は、昭和

61 年４月であることが、オンライン記録により確認できることから、申立期

間は、国民年金の未加入期間で、保険料を納付することができない期間であ

る上、申立人は、保険料の納付時期、納付金額及び納付方法についての記憶

が定かではないことから、申立期間当時の保険料の納付状況は不明である。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5346 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 59 年９月から 62 年９月までの期間、平成４年４月から５年

10 月までの期間及び同年 11 月の国民年金保険料については、納付していた

ものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 59年９月から 62年９月まで 

② 平成４年４月から５年 10月まで 

③ 平成５年 11月 

申立期間①について、私が昭和 59 年３月に就職した会社は、厚生年金保

険の適用事業所であったにもかかわらず、私を厚生年金保険に加入させな

かったため、その会社が私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料

を納付していた。私は、その会社から交付された給与明細で、保険料が控

除されていたことを憶
おぼ

えている。 

申立期間②及び③の国民年金保険料については、平成 11 年８月から 12

年６月までの間に、私が遡ってまとめて数十万円を金融機関で納付した。 

申立期間①及び②が未加入で、国民年金保険料が未納とされていること

に納得がいかない。 

申立期間③については、私は厚生年金保険に加入していたので、国民年

金保険料を還付してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は、昭和 59 年３月に就職した会社が申立人の

国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付を行っていたと主張している

が、申立人自身は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与してい

ないこと、及び申立人の国民年金の加入手続及び保険料の納付を行っていた

とする会社から申立人の加入手続等について証言を得ることができないこと

から、申立期間①当時の国民年金の加入状況及び保険料の納付状況が不明で

ある。 



 

  

   また、申立期間②及び③について、申立人は、当該期間の国民年金保険料

を平成 11 年８月から 12 年６月までの間に遡ってまとめて納付したと主張し

ているが、その時点では、時効により納付することはできず、申立人が当該

期間の保険料として納付したとする金額が数十万であったとの主張では、申

立期間②及び③の保険料を納付したと推認することは困難である。 

   さらに、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は無いことか

ら、申立期間①、②及び③は国民年金の未加入期間で、国民年金保険料を納

付することができない期間である。 

   加えて、申立人が申立期間①、②及び③の国民年金保険料を納付していた

ことを示す関連資料（預金通帳、源泉徴収票等）が無く、ほかに申立期間①、

②及び③の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5347 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 54 年６月から同年 12 月までの期間及び 55 年８月から同年

12 月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 54年６月から同年 12月まで 

② 昭和 55年８月から同年 12月まで 

私は、国民年金の加入手続についての記憶は定かではないが、昭和 54 年

に会社を退職した後、町役場から国民年金保険料の納付を案内する通知が

２、３回届いたので、その都度、１万円ぐらいの保険料を町役場で納付し

た。その際、窓口にいた職員が帳簿のようなものに印を押していたことを

記憶している。申立期間が未加入で保険料が未納とされていることに納得

がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①及び②について、申立人は、会社を退職した後、町役場から国

民年金保険料の納付書が２、３回届き、町役場で保険料を納付したと主張し

ているが、申立人は、国民年金の加入手続を行った記憶が無く、申立期間①

及び②当時、申立人と同居していたその両親から証言を得ることはできない

ことから、国民年金の加入状況が不明である。 

   また、申立人は、申立期間①及び②当時、年金手帳を所持していた記憶が

無く、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 61 年７月に払い出されている

ことが確認できることから、申立期間①及び②は国民年金の未加入期間で国

民年金保険料を納付することができない期間である上、別の手帳記号番号が

払い出されていた形跡も見当たらない。 

   さらに、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、源泉徴収票等）が無く、ほかに申立期間①及び②

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



 

  

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5348 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47 年４月から 48 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 47年４月から 48年３月まで 

私は、父親の転勤のため転居した昭和 47 年４月頃、区役所で転居の手続、

失業保険を受給するための手続等と一緒に、国民年金の加入手続も行った

と思う。 

国民年金の加入手続後、国民年金保険料の納付について、場所等は憶
おぼ

え

ていないが、納付書で１か月又は２か月ごとに納付していたと思う。 

私は、申立期間の国民年金保険料を納付していたにもかかわらず、国民

年金に未加入とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 47 年４月頃、区役所で国民年金の加入手続を行ったと思う

と述べているものの、その後の国民年金保険料については、納付場所、方法

等を憶
おぼ

えていないと述べているなど、申立期間当時の保険料の納付状況は不

明である。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号の任意加入被保険者の

被保険者資格取得日から、申立人の国民年金の加入手続時期は昭和 54 年１

月頃と推認され、申立内容と一致しない上、オンライン記録同様、申立人が

所持する年金手帳の初めて国民年金の被保険者となった日が、厚生年金保険

の被保険者資格を喪失した日と同日である 52 年６月 21 日と記載されており、

申立期間当時、申立人が国民年金の被保険者資格を取得した形跡はうかがえ

ない。 

   さらに、申立人が国民年金の加入手続を行ったと推認される時点において

は、申立期間は時効により国民年金保険料を納付することができない期間で

あることから、当該期間の保険料を納付するためには、別の国民年金手帳記



 

  

号番号が払い出される必要があるが、その形跡も見当たらない。 

   加えて、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5349 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 59 年４月から 62 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 59年４月から 62年３月まで 

私は、昭和 59 年３月に大学を卒業したことを契機に、自ら区役所で国民

年金の加入手続を行い、国民年金保険料の納付を開始した。保険料につい

ては、定期的に区役所の窓口で納付していた。自ら加入手続を行った後、

３年間も保険料を未納にすることはあり得ず、申立期間の保険料が未納と

されていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 59 年３月に大学を卒業したことを契機に同年４月頃、区役

所で国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料の納付を開始したと主張し

ている。しかし、申立人の国民年金加入手続時期は、申立人の国民年金手帳

記号番号の前後の番号が付与された被保険者の厚生年金保険被保険者資格喪

失時期などから、62 年２月又は同年３月と推認できることから、申立内容と

一致しない。 

   また、申立人が国民年金に加入したと推認される昭和 62 年２月又は同年３

月の時点では、申立期間のうち、60 年１月から 62 年３月までの国民年金保

険料を納付することが可能である。しかし、同年６月に、申立人が当時居住

していた区が作成した国民年金被保険者収滞納一覧表では、同区が 61 年４

月から 62 年３月までの現年度納付用の納付書を発行したことは確認できる

ものの、当該一覧表には、申立人は、当該期間の保険料を現年度納付した記

録は残されておらず、申立人自身も保険料を遡って納付した記憶は無く、遡

って納付したとの主張も無いことから、申立人が 60 年１月から 62 年３月ま

での保険料を納付していたと考えることは困難である。 

   さらに、申立期間のうち、昭和 59 年４月から同年 12 月までの国民年金保



 

  

険料については、推認される国民年金の加入手続時期である 62 年２月又は

同年３月の時点では、時効により納付することができず、申立期間の保険料

を納付するには、別の国民年金手帳記号番号が払い出される必要がある。し

かし、申立人が大学を卒業したとする直後の 59 年４月頃に国民年金への加

入手続を行い、その際に払い出された手帳記号番号により継続して保険料を

納付し続けていたとすれば、同一市内に居住していた申立人に重複して 62

年に現在の手帳記号番号が払い出されることは考えにくい。 

   加えて、申立期間当時、申立人と同居していたその母親からも申立人が申

立期間の国民年金保険料を納付していたことをうかがわせるまでの証言を得

られなかった上、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5350 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 55 年 12 月から 56 年８月までの期間、同年 12 月から 57 年３

月までの期間及び平成 13 年４月から同年 12 月までの期間の国民年金保険料

については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 55年 12月から 56年８月まで 

② 昭和 56年 12月から 57年３月まで 

③ 平成 13年４月から同年 12月まで 

私は、申立期間①及び②当時、会社を退職した都度、年金手帳を持参し

て、区役所で厚生年金保険から国民年金への切替手続を行った。申立期間

①、②及び③の国民年金保険料については、私がコンビニエンスストア、

区役所等で納付した。 

申立期間①、②及び③の国民年金保険料が未納とされていることに納得

がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①及び②について、申立人は、区役所に年金手帳を持参し、厚生

年金保険から国民年金への切替手続を行ったと主張しているが、申立人が所

持する年金手帳には、申立期間①及び②について、厚生年金保険から国民年

金への切替手続を行った形跡は見当たらない。 

   また、申立期間①及び②について、申立人の国民年金の被保険者資格は、

平成９年６月に当該期間まで遡って取得していることがオンライン記録によ

り確認でき、その時点まで申立期間①及び②は、国民年金の未加入期間のた

め、国民年金保険料を納付することができなかった期間であり、別の国民年

金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる形跡も見当たらない。 

   さらに、申立期間③は、平成９年１月の基礎年金番号の導入後の期間であ

り、基礎年金番号に基づき国民年金保険料の収納事務の電算化が図られてい

た状況下において、申立期間③の記録管理が適切に行われていなかったとは



 

  

考えにくい。 

   加えて、申立人は、申立期間①、②及び③の国民年金保険料をコンビニエ

ンスストア、区役所等で納付したと主張しているが、保険料をコンビニエン

スストアで納付することが可能となった時期は、平成 16 年度以降であり、

申立内容と一致しない。 

   その上、申立人が申立期間①、②及び③の国民年金保険料を納付していた

ことを示す関連資料（預金通帳、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間①、

②及び③の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5351 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45 年５月から 50 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 45年５月から 50年３月まで 

時期については定かではないが、父親が私の国民年金の加入手続を行っ

てくれた。父親から年金手帳を渡された記憶はあるが、結婚後も両親と同

居していたため、いつ頃、年金手帳を渡されたのかについては不明である。 

国民年金保険料については、当初、父親が納付してくれており、駅の近

くに市民センターができてからは、自分で納付するようになったが、その

正確な時期については分からない。 

年金手帳にも申立期間の記録があり、申立期間の国民年金保険料が未納

とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その父親が国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料につい

ては、市民センターの開設後においては、自ら納付するようになったが、そ

れまでは、父親が納付してくれたと述べている。しかし、申立人は、国民年

金の加入手続及び申立期間の保険料の納付に直接関与しておらず、申立人の

国民年金の加入手続を行い、保険料を納付したとするその父親は既に亡くな

っていることから、国民年金の加入状況及び保険料の納付状況が不明である。 

   また、申立人が申立期間当時居住していた市の国民年金被保険者名簿には、

申立人の国民年金の被保険者資格の取得届の受付日として、昭和 50 年 12 月

16 日と記載されていることから、この日に申立人の国民年金の加入手続が行

われたと考えられる。その時点で、申立期間の過半については、時効により

国民年金保険料を納付することができず、申立期間の保険料を納付するには、

別の国民年金手帳記号番号が払い出されている必要があるが、申立期間の前

後を通じて同一住所に居住していた申立人に別の手帳記号番号が払い出され



 

  

たことをうかがわせる事情は見当たらず、その形跡も無いこと、申立人は、

所持する年金手帳は１冊のみと述べており、その年金手帳は、49 年 11 月か

ら使用が開始されているものであることからも、同年同月より前に申立人の

国民年金の加入手続が行われたとは考えにくい。 

   さらに、申立人は、自身の所持する年金手帳の「国民年金の記録」欄に申

立期間を含む期間が被保険者期間として明記されていることをもって、申立

期間について国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付していたと

主張している。しかし、年金手帳に記載された被保険者資格の取得及び喪失

の記録は、厚生年金保険などの被用者年金制度に加入しておらず、国民年金

に加入すべき期間などが記載されるものであり、被保険者が実際にその時期

に国民年金の加入や喪失の手続を行ったこと及び保険料の納付の有無を示す

ものではない。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、源泉徴収票等）は無く、ほかに保険料の納付をうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5352 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 56 年４月、同年５月、59 年１月、同年２月及び平成２年 12

月の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 56年４月及び同年５月 

② 昭和 59年１月及び同年２月 

③ 平成２年 12月 

私は、時期は定かではないが、国民年金に加入し、国民年金保険料を納

付してきた。平成２年 12 月頃に、区役所で保険料の未納があると聞き、そ

の分の保険料を納付した。 

私は、未納分を含めて、全ての国民年金保険料を納付してきたにもかか

わらず、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成２年 12 月頃に、区役所で当時未納となっていた国民年金保

険料を納付したと主張しているが、申立期間①及び②は、その時点において、

時効により保険料を納付することができない期間である。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号が付与された任意加入

被保険者の国民年金の加入年月日から、申立人の国民年金の加入手続は昭和

59 年 11 月頃に行われていると推認されるが、オンライン記録によると、56

年４月、同年５月、59 年１月及び同年２月の国民年金被保険者資格が平成２

年４月に追加処理されていることが確認できることから、それまで申立期間

①及び②は未加入期間であり、国民年金保険料を納付することができない。

ちなみに、同年同月時点においても、時効により、保険料の納付義務が消滅

している。 

   さらに、申立期間③について、オンライン記録によると、平成８年２月に、

国民年金第３号被保険者から第１号被保険者への種別変更日が、３年１月１

日から２年 12 月 30 日に訂正されていることから、８年２月までは、申立期



 

  

間③は第３号被保険者資格のままであり、申立人が述べる２年 12 月には当

該期間の国民年金保険料を納付することができない上、８年２月時点におい

ても、時効により当該期間の保険料を納付することができない。 

   加えて、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5353 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45 年９月から 48 年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 45年９月から 48年８月まで 

私は、昭和 48 年７月に会社を退職した際に、父親から、私が 20 歳のと

きに、父親が私の国民年金の加入手続を行い、その後、父親が私の国民年

金保険料を納付してきた旨を聞いたことを憶
おぼ

えている。 

申立期間が未加入とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳のときに、その父親が、申立人の国民年金の加入手続を行

い、申立期間の国民年金保険料を納付していたと主張しているが、申立人自

身は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与しておらず、申立人

の国民年金の加入手続等を行ったとするその父親は既に亡くなっていること

から、申立期間当時の国民年金の加入状況及び保険料の納付状況は不明であ

る。 

   また、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわ

せる形跡は見当たらない上、オンライン記録でも、申立期間当時、申立人が

国民年金に加入していた形跡は見当たらないことから、申立期間は国民年金

の未加入期間で、国民年金保険料を納付することができない期間である。 

   さらに、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5354 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 46 年３月から 51 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 46年３月から 51年３月まで 

私は、20 歳の誕生日前に、Ａ区役所で国民年金の加入手続を行ったと思

うが、国民年金保険料は納付していなかった。その後、Ｂ区に転居してし

ばらくしてから、今まで納付していなかった申立期間の保険料を納付する

ように請求書が届いたため、私が、区役所で申立期間の保険料を遡ってま

とめて納付した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳の誕生日前に、Ａ区役所で国民年金の加入手続を行ったと

思うと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号の任意

加入被保険者の被保険者資格取得日から、申立人の国民年金の加入手続が行

われたのは、昭和 53 年４月又は同年５月頃であると推認できることから、

国民年金の加入手続時期についての申立人の主張と一致しない。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 53 年５月以降にＢ区で払い

出されており、Ａ区において、申立人に別の手帳記号番号が払い出されてい

たことをうかがわせる形跡も見当たらない。 

   さらに、申立人は、Ｂ区に転居してしばらくしてから、今まで納付してい

なかった申立期間の国民年金保険料を納付するように請求書が届いたため、

区役所で申立期間の保険料を遡ってまとめて納付したと主張しているが、

ⅰ）申立人は、申立期間の保険料の納付時期及び納付金額についての記憶が

定かではないこと、ⅱ）申立人は、保険料を遡ってまとめて納付したのは一

度だけであるとしていること、ⅲ）申立人の国民年金の加入手続が行われた

と推認できる昭和 53 年４月又は同年５月頃の時点において、保険料を遡っ



 

  

て納付することが可能であった 51 年４月から 53 年３月までの保険料が納付

済みとされていることから、申立人が遡ってまとめて納付したのは、当該期

間の保険料であると考えるのが自然である。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5355 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45 年 10 月から 52 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 45年 10月から 52年３月まで 

昭和 45 年 10 月頃に、母親が、市役所の支所で私の国民年金の加入手続

を行った。申立期間の国民年金保険料については、主に母親が、金融機関

又は市役所の支所で納付していたが、私自身が、納付したこともある。申

立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 45 年 10 月頃に、その母親が、市役所の支所で申立人の国

民年金の加入手続を行ったと主張しているが、申立人自身は、国民年金の加

入手続に直接関与しておらず、申立人の国民年金の加入手続を行ったとする

その母親は、既に他界していることから、申立期間当時の国民年金の加入状

況は不明である。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号の任意加入被保険者の

被保険者資格取得日から、申立人の国民年金の加入手続は、昭和 52 年７月

又は同年８月に行われたものと推認でき、加入手続時期についての申立人の

主張と一致しない上、申立人の手帳記号番号は、申立人の弟と連番で同年 11

月に払い出されていることが確認でき、申立人は、申立期間から手帳記号番

号の払出時期を通じて同一市内に居住しており、別の手帳記号番号が払い出

されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   さらに、申立人は、申立期間の国民年金保険料については、主にその母親

が、金融機関又は市役所の支所で納付し、申立人自身が、納付したこともあ

ると主張しているが、申立期間の保険料を主に納付していたとするその母親

は、既に他界しており、申立人も、保険料の納付時期についての記憶が定か

ではなく、納付したとする金額も申立期間当時の保険料額と大きく乖
かい

離して



 

  

いることから、申立期間当時の保険料の納付状況は不明である。 

   加えて、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5356 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 48 年３月から 52 年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 48年３月から 52年２月まで 

私が 20 歳になった昭和 48 年＊月、父親が国民年金の加入手続を区役所

で行ってくれた。現在所持している年金手帳はその際発行されたものかは

定かではない。 

申立期間の国民年金保険料については、納付書により郵便局で自ら納付

していたが、金額及び納付頻度等についての具体的な記憶は無い。結婚後

も当該申立期間の領収書を保管してあったが、後に処分してしまった。結

婚後においては付加保険料も納付しており、加入手続を行ってから保険料

を未納にしたことは無いので、申立期間の保険料が未納とされていること

に納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 48 年＊月、その父親が国民年金の加入手続を行い、国民年

金保険料については、自ら納付を始めたと述べている。しかし、申立人とそ

の母親は、国民年金手帳記号番号が連番で払い出されており、同時期に国民

年金の加入手続を行ったものと考えられ、親子の加入手続時期は、申立人の

手帳記号番号の前後の番号が付与された任意加入被保険者の資格取得日から、

52年３月 24日であると認められ、申立内容と一致しない。 

   また、申立人の国民年金の加入手続を行ったとするその父親及び同居する

申立人の母親は、加入手続についての具体的な記憶が曖昧であることに加え、

国民年金保険料を納付したとする申立人自身も、申立期間の保険料について、

納付書により郵便局で納付したとしているものの、納付時期、納付金額、納

付頻度の具体的記憶が無いなど、記憶が曖昧であることから、国民年金の加

入及び保険料の納付状況が不明である。 



 

  

   さらに、昭和 52 年３月頃と推認される国民年金の加入手続時点では、時効

により申立期間の国民年金保険料の一部を納付することができず、申立人も

遡って保険料を納付した憶
おぼ

えは無いと述べていることから、申立期間の保険

料を納付するには、別の国民年金手帳記号番号が払い出されている必要があ

る。しかし、申立期間の前後を通じて同一区内に居住していた申立人に対し

て、別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらず、

その形跡も無いことに加え、申立人が申立期間の保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、源泉徴収票等）が無く、ほかに保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5357 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 58 年４月から同年 12 月までの期間及び 59 年３月から 63 年

12 月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 58年４月から同年 12月まで 

② 昭和 59年３月から 63年 12月まで 

私の国民年金について、時期ははっきりしないが、役所から通知を受け

取った母親が、それまで未納であった国民年金保険料をまとめて納付した

と聞いている。その際納付した保険料額について、母親は具体的に記憶し

ておらず、まとまった金額としか憶
おぼ

えていない。私は平成５年４月に結婚

した際、役所でそれまでの国民年金の記録を調べてもらい、職員から「未

納は無い。」と言われ、安心していたにもかかわらず、申立期間の保険料

が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その母親が役所からの通知を受け取り、申立人の申立期間の国

民年金保険料をまとめて納付したことを聞いたと述べている。しかし、申立

人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与しておらず、申立期間

の保険料を納付したとするその母親は、通知が届いたので保険料をまとめて

納付したという記憶はあるものの、申立人の国民年金の加入手続、保険料の

納付時期についての記憶が曖昧であり、国民年金の加入状況及び保険料の納

付状況が不明である。 

   また、申立人の国民年金の加入手続時期は、申立人の国民年金手帳記号番

号の前後の番号が付与された被保険者の厚生年金保険被保険者資格喪失日な

どから、平成３年２月と推認され、オンライン記録では元年１月から２年３

月までの国民年金保険料を過年度納付したことが確認できることから、加入

手続時点で遡って納付可能な当該期間の保険料を過年度納付したことが認め



 

  

られる。この過年度納付した保険料額の合計は、11 万 9,100 円であり、申立

人の母親が申立期間の保険料として遡って納付したとする額について 10 万

円超 20 万円未満と述べていることと符合する。これに加え、申立期間①及

び②の保険料を実際に納付するために必要な額は、合計 45 万 7,120 円であ

り、申立人の母親が主張する額と大きく乖
かい

離することからみても、申立人の

母親は、３年２月と推認される申立人の国民年金の加入手続時点で、遡って

納付することが可能な元年１月からの保険料を納付したと考えるのが自然で

ある。 

   さらに、申立期間①及び②の国民年金保険料は、申立人の国民年金の加入

手続時期と推認される平成３年２月の時点では、時効により納付することが

できないことから、申立期間①及び②の保険料を納付するには、別の国民年

金手帳記号が払い出される必要がある。しかし、５年４月に結婚するまで同

一市内に居住していた申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうか

がわせる事情は見当たらず、その形跡も無い。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（預金通帳、家計簿等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 5358（事案 4587の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47 年２月から 57 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 47年２月から 57年９月まで 

私は、成人後、昭和 60 年３月まで大学生又は大学院生であったため、自

分で国民年金に加入できなかったが、平成８年に亡くなった父親から「20

歳になったときから国民年金に加入し、保険料を払っている。」としばし

ば聞かされていた。父親が亡くなった今となっては、どこで加入手続をし

たのか、どのように国民年金保険料を納付したのかなど、具体的なことは

分からない。父親が保管していた年金手帳には、私の国民年金被保険者の

資格取得日が昭和 57 年 10月 14日となっており、生前の父親の話と相違し

ており、申立期間の記録が欠落している。 

私の父親が生前言っていたことが真実だと思うので、申立期間が未加入

で国民年金保険料が未納とされていることに納得がいかないことから申立

てを行ったが、記録の訂正は認められなかった。 

その後、私の弟から、私の国民年金について、父親が弟にも話をしてい

たと聞いたので、弟の証言を新たな情報として再申立てを行う。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、当初の申立てにおいて、申立人が 20 歳となった昭和 47 年＊月

頃に申立人の父親が申立人の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を

納付していたと主張していた。この主張については、申立人は国民年金の加

入手続及び保険料の納付に直接関与しておらず、申立人の国民年金の加入手

続等を行ったとする申立人の父親は既に他界しているため、国民年金の加入

手続及び保険料の納付状況が不明であること、オンライン記録及び申立人の

所持する年金手帳において、申立人は、学生であった 57 年 10 月に任意加入

していることが確認でき、申立人に対して、別の国民年金手帳記号番号が払



 

  

い出されていた形跡も見当たらないことから、申立期間は未加入期間で、保

険料を納付することができない期間であったとして、既に当委員会の決定に

基づく平成 22 年 10 月 27 日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が

行われている。 

   今回の再申立てにおいて、申立人は、当初の申立てでは申立人の弟が申立

人の国民年金については何も知らないと思っていたことから、その弟には証

言等を求めなかったが、当委員会の決定を伝えた際に、弟から申立期間の状

況等について新たな証言が得られたとして、その証言を新たな情報として再

申立てを行ったとしている。申立人の弟が当委員会に提出した書面、並びに

当委員会が申立人及びその弟に対して行った聞き取りによれば、その弟の証

言は、①申立人が 20 歳になったとき、その父親が申立人に対して、国民年

金保険料を負担するので国民年金に加入してはどうかと勧め、申立人がそれ

に応じていたこと、②弟自身も 20 歳になったとき、その父親から同じこと

を勧められたが断ったこと、③父親が、長く学生であった申立人について、

その将来が心配だが国民年金には加入させてあると２、３回聞いたことを記

憶しているというものである。 

   本事案については、申立人が昭和 57 年 10 月に国民年金に任意加入してい

ることが確認でき、その際に払い出された国民年金手帳記号番号によって同

年同月以降の国民年金保険料が納付されていることから、申立人の父親が、

申立期間の保険料を納付するためには、当初の判断で述べているように、申

立人に別の手帳記号番号が払い出される必要がある。 

   しかし、申立人の弟の証言からは、その父親が申立人及びその弟を、共に

20 歳の時点で国民年金に加入させようとした意思があったこと、長く学生で

あった申立人の将来を案じていたことはうかがえるものの、例えば、年金手

帳の存在やその父親が納付したとする国民年金保険料額等についての具体的

言及は無く、当証言をもって、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたこ

とを相当程度うかがわせるまでの心証を得るまでには至らず、そのほかに委

員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人

は、申立期間の保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 

 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5382 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 大正 14 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 17 年１月頃から 19 年 12 月頃まで 

    私は、昭和 17 年１月頃から 19 年 12 月頃まで、Ａ市にあったＢ社と

Ｃ社でＤ職として勤務していたが、この期間の厚生年金保険の記録が無

い。 

    社会保険がある会社で働いていた記憶があり、社会保険料も控除され

ていたと思う。申立期間について調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社について、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳から、申立人は

同社において昭和 17 年１月１日から同年５月 10 日まで勤務していたこと

が確認できるが、この期間は、労働者年金保険制度が同年１月に施行され

たものの保険料徴収が開始（17 年６月）される前の期間である。 

   また、申立人が記憶していた同僚は、厚生年金保険被保険者台帳から、

Ｂ社において労働者年金保険（昭和 19 年 10 月からは厚生年金保険）に加

入していたことが確認できるが、連絡先が不明であり、申立人の厚生年金

保険料の控除に係る証言を得ることができなかった。 

   さらに、Ｂ社について、その所在地を管轄する法務局に商業登記の記録

が確認できないことから、当時の事業主及び役員も不明であり、事情を聴

取することはできなかった。 

   Ｃ社について、同社が申立人の記憶している所在地にあったことが同社

に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から確認できるが、当該被保険

者名簿には申立人の名前は確認できない上、当時の被保険者は、連絡先が

不明であるため申立人の在籍及び保険料控除についての証言を得ることが

できなかった。 



                      

  

   また、Ｃ社について、その所在地を管轄する法務局に商業登記の記録が

確認できないことから当時の事業主及び役員も不明であり、事情を聴取す

ることはできなかった。 

   このほか、申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことをうか

がわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5383 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 25 年３月１日から同年９月１日まで 

             ② 昭和 25 年 11 月１日から 26 年 12 月１日まで 

             ③ 昭和 26 年 12 月１日から 27 年２月１日まで 

    私は、昭和 21 年９月から 28 年９月までの期間、Ａ社（同社は、昭和

26 年５月１日に、Ｂ社に承継）の管轄内の複数の事業所において、Ｃ

業務に従事していた。当該期間は、各事業所の建設所を異動する度、新

規雇用され、各工事期間のみの雇用契約を繰り返す常用雇員であった。 

    ところが、厚生年金保険の記録では、当該期間のうち、申立期間①の

Ａ社Ｄ事業所及び申立期間②の同社Ｅ事業所において勤務していた期間

が被保険者期間となっておらず、また、申立期間③の同社Ｆ事業所につ

いては、同社Ｅ事業所での勤務終了後、すぐに勤務を開始しているが、

被保険者資格を取得したのが昭和 27 年２月１日となっているので、申

立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人の詳細な記憶及び同僚の証言から、期間は

特定できないものの、申立人がＡ社Ｄ事業所に勤務していたことは推認で

きる。 

   しかし、申立人が自身と同様の雇用形態及び勤務内容と供述する複数の

同僚についても、オンライン記録において、Ａ社Ｄ事業所に係る厚生年金

保険の被保険者記録は無い。 

   また、申立人は、Ａ社Ｄ事業所の従業員数は 20 名程度だったと供述す

るところ、同社Ｄ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿におい

て、当該期間の被保険者数は８名であり、その中には、申立人が上司だっ



                      

  

たと供述する正社員の名前は確認できるが、申立人及び前述の同僚の名前

は無く、健康保険の番号に欠番は無い。 

   申立期間②について、同僚の証言から、当該期間において申立人がＡ社

Ｅ事業所に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、Ａ社Ｅ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿におい

て、申立人が記憶する正社員として名前を挙げた複数の者は、いずれも名

前は確認できるが、申立人及び申立人自身と同様の雇用形態及び勤務内容

と供述する複数の同僚については、名前が無いほか、オンライン記録にお

いて、他の事業所を含め当該期間に厚生年金保険の被保険者であったこと

が確認できない。 

   これらのことから、申立期間①及び②について、Ａ社においては、必ず

しも全ての従業員を厚生年金保険に加入させていたわけではないことがう

かがえる。 

   申立期間③について、申立人は、当該期間にＡ社Ｆ事業所に勤務してい

たと述べている。 

   しかし、申立人がＡ社Ｅ事業所から同社Ｆ事業所に一緒に異動した者と

して名前を挙げた同僚は、連絡先が不明であり、申立人の勤務期間につい

て、具体的な証言を得ることができないほか、Ｂ社は、申立人の在籍記録

は無いと回答しており、申立人の勤務期間について確認できない。 

   また、Ａ社Ｆ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申

立人に係る被保険者資格の取得日は昭和 27 年２月１日と記載されており、

当該記載内容に不自然な点は見当たらない上、申立人の厚生年金保険被保

険者台帳（旧台帳）及びオンライン記録と一致している。 

   申立期間①から③までについて、申立人は、厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料を所持

していない。 

   このほか、申立人の申立期間①から③までにおける厚生年金保険料の控

除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①から③までに係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5384 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 24 年３月５日から同年７月１日まで 

    船員手帳の記録によると、昭和 24 年３月５日から 25 年８月８日まで、

Ｂ氏が所有する船舶Ａに乗船していた記録となっているが、申立期間が

船員保険の被保険者期間となっていない。乗船していたので、申立期間

を船員保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人が所持する船員手帳から、申立人が申立期間

にＢ氏が所有する船舶Ａに乗船し勤務していたことは認められる。 

   しかし、申立期間について、申立人は、Ｂ氏及び船長であるＣ氏と共に

船舶Ａに乗船したと述べているところ、船員保険被保険者記録から、Ｂ氏

及びＣ氏は、申立人と同日の昭和 24 年７月１日に資格を取得しており、

申立期間においては船員保険の被保険者となっていないことが確認できる。 

   また、申立人は、上記以外の同僚の氏名を記憶していない上、Ｂ氏及び

Ｃ氏は既に死亡しているため、申立人の申立期間に係る勤務実態及び船員

保険料の控除に関する証言を得ることができない。 

   さらに、申立人、Ｂ氏及びＣ氏に係る船員保険被保険者台帳（旧台帳）

を確認したところ、昭和 24 年７月１日の船員保険被保険者の資格取得の

記録は、Ｄ社の被保険者としての記載がされていることが確認できるが、

同社及びその後継事業所であると考えられるＥ社は既に現存していないこ

とから事業主に照会することができないため、申立人の申立期間に係る勤

務実態及び保険料控除について確認することができない。 

   なお、日本年金機構Ｆ事務センターによると、Ｄ社は複数の船主及び船

舶を統制するために国家総動員法及び戦時海運管理令等に基づいて設立さ



                      

  

れたいわゆる半官半民の組織であるとの回答であった。 

   このほかに、申立人の申立期間における船員保険料の控除をうかがえる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が船員保険被保険者として申立期

間に係る船員保険料を事業主により給与から控除されていたことを認める

ことはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5385 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33 年７月頃から 34 年 12 月１日まで 

             ② 昭和 38 年７月１日から 39 年５月１日まで 

             ③ 昭和 40 年３月 31 日から 42 年２月１日まで 

    私は、昭和 33 年７月頃から 43 年９月まで、Ａ社に継続して勤務して

いた。しかし、厚生年金保険の記録では、申立期間の記録が欠落してい

る。入社時期は正確には分からないが、勤務していたことに間違いない

ので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は、昭和 33 年７月頃からＡ社に勤務して

いたと主張している。 

   しかしながら、複数の同僚に照会したものの、申立人が、当該期間にお

いてＡ社に勤務していたことを確認できる具体的な供述等を得ることはで

きなかった。 

   また、当時に厚生年金保険被保険者資格を取得していた複数の被保険者

に入社日を照会し、同資格の取得日と比較したところ、入社日から１か月

ないし９か月後に同資格を取得しているなど、複数の者が入社日と同資格

の取得日が一致していないことが確認できる。 

   申立期間②について、申立人は、Ａ社に継続して勤務していたと主張し

ている。 

   しかしながら、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、申立人は、

同社において昭和 38 年７月１日に厚生年金保険被保険者資格を喪失し、

39 年５月１日に再度、同資格を取得していることが確認できる。 

   また、複数の同僚に照会したものの、申立人が、当該期間においてＡ社



                      

  

に継続して勤務していたことを確認できる具体的な供述等を得ることはで

きなかった。 

   さらに、同僚の一人は、「私は、昭和 36 年４月から 39 年 12 月まで勤

務していた。申立人は、当時、欠勤が多かったと記憶している。」と供述

している。 

   申立期間③について、申立人は、Ａ社に継続して勤務していたと主張し

ている。 

   しかしながら、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、申立人は、

同社において昭和 40 年３月 31 日に厚生年金保険被保険者資格を喪失し、

42 年２月１日に再度、同資格を取得していることが確認できる。 

   また、複数の同僚に照会したものの、申立人が、当該期間においてＡ社

に継続して勤務していたことを確認できる具体的な供述等を得ることはで

きなかった。 

   さらに、同僚の一人は、「私は、昭和 37 年１月から 52 年５月まで勤務

していた。私の在籍期間中に、申立人は、一旦退職して、再度入社したこ

とを記憶している。」と供述している。 

   加えて、Ａ社は、「当時の資料は保存していない。」と回答しており、

申立人に係る人事記録及び給与関係書類を確認することができない上、申

立人も、申立期間①から③までにおける勤務実態及び厚生年金保険料を控

除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持していない。 

   このほか、申立期間①から③までにおける勤務実態及び厚生年金保険料

を控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5386 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31 年７月 25 日から 32 年４月１日まで 

    私は、Ａ社に昭和 31 年７月 25 日から 32 年９月 30 日まで継続して勤

務していたが、採用当初の 31 年７月 25 日から 32 年４月１日までの厚

生年金保険被保険者記録が欠落していることが判明したので、調査の上、

被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の同僚の証言及び申立人の詳細な記憶から、申立人が申立期間にＡ

社に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、申立人と一緒にＡ社に住み込みで同じ部署において勤務してい

た同僚は、「私は、中学校を卒業後すぐにＡ社に入社した。昭和 29 年頃

だと思う。申立人は私より後に入社した。」と供述しているところ、当該

同僚の厚生年金保険被保険者の資格取得日は、昭和 31 年９月１日である

ことが確認できる。 

   また、Ａ社で社会保険を担当していた同僚が、自らの事務を引き継いだ

とする後任者は同社に昭和 31 年４月頃に入社した旨を述べているが、当

該後任者の厚生年金保険の資格取得日は 32 年１月１日であり、入社と同

時には被保険者資格を取得していなかったことがうかがえる。 

   さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿により

資格取得時期を見ると、申立期間より２年前の昭和 29 年７月５日に４名、

30 年４月 15 日に６名、同年８月１日に３名、31 年６月 20 日に７名、同

年９月１日に８名、32 年４月１日に申立人を含め９名の者が被保険者資

格を取得していることが確認できることから、同社では従業員を一定期間

まとめて厚生年金保険に加入させていた状況がうかがえる。 



                      

  

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5387 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50 年８月 31 日から同年９月１日まで 

    私は、昭和 46 年４月１日にＡ社に入社後、同社Ｂ部に 50 年８月 31

日まで継続して勤務していたが、厚生年金保険の被保険者記録によると、

資格喪失日が同年８月 31 日となっている。調査の上、申立期間を厚生

年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された社員名簿及び雇用保険の記録から、申立人の同社に

おける離職日は昭和 50 年８月 30 日であることが確認できる。 

   また、企業年金連合会から提出された厚生年金基金中脱記録照会回答票

において、申立人の厚生年金基金加入員の資格喪失年月日は昭和 50 年８

月 31 日と記録されているほか、Ａ社から提出された健康保険厚生年金保

険被保険者資格喪失確認通知書においても、申立人の厚生年金保険の資格

喪失日は同年８月 31 日と記録されていることが確認できる。 

   さらに、Ａ社は、「申立期間当時、月末付けを指定する退職の申出があ

った場合には、当該月の最終営業日を退職日として取り扱う慣行があった。

昭和 50 年８月 31 日は休業日に該当するため、申立人の退職日を同年８月

30 日として処理した。」旨の回答をしている。 

   加えて、Ａ社は、「申立人の退職日は昭和 50 年８月 30 日であるので、

厚生年金保険料は控除していない。」と回答している。 

   また、申立人は、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

た事実を確認できる給与明細書等の資料を所持していない。 

   このほか、申立人に係る厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 



                      

  

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5388 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 32 年４月頃から 35 年９月頃まで 

             ② 昭和 39 年６月頃から 40 年３月頃まで 

    母は、Ａ社Ｂ工場にパートとして勤務し、次にＣ社Ｄ工場でも同様に

パートとして勤務していたが、いずれの期間も厚生年金保険の被保険者

になっていないので、申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

   （注）申立ては、申立人の長男が、死亡した申立人の年金記録の訂正を

求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人の長男が記憶している同僚の証言から、期

間は特定できないものの、Ａ社Ｂ工場に勤務していたことは推認できる。 

   しかしながら、当該同僚は、「申立人の勤務時間及び厚生年金保険料の

控除があったかについては、よく分からない。」と証言している。 

   また、Ａ社Ｂ工場は平成元年に閉鎖しており、事業を引き継いでいる同

社Ｅ工場は、保管している同社Ｂ工場の退職者カード及び厚生年金保険原

簿を確認したが、申立人の名前は無いと回答している。 

   さらに、Ａ社は「Ａ社Ｂ工場においては、ほとんどのパートは３直勤務

体制で４時間勤務であった。１日の労働時間が短い者については、厚生年

金保険に加入させていなかった。」と回答している。 

   申立期間②について、申立人の長男は、母はＣ社Ｄ工場に勤務していた

と主張している。 

   しかしながら、Ｃ社から提出された申立期間②当時の「厚生年金保険被

保険者資格取得・喪失の記録」に申立人の名前は無い。 

   また、Ｃ社Ｄ工場において申立期間②に厚生年金保険被保険者資格を取



                      

  

得している複数の同僚に照会したが、申立人を記憶している者はいなかっ

た。 

   さらに、申立人の長男は、申立期間②当時の同僚について、記憶してい

ないため、当該期間に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確

認することはできない。 

   このほか、申立人が申立期間①及び②において事業主により給与から厚

生年金保険料を控除されていた事実を確認できる関係資料及び周辺事情は

見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5389 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35 年４月頃から 38 年９月 15 日まで 

    私は、中学校を卒業した昭和 32 年４月頃から 39 年６月までＡ社に勤

務していた。一緒に入社した同僚は 35 年から厚生年金保険に加入して

いると聞いているにもかかわらず、私の厚生年金保険の被保険者資格取

得日が 38 年９月 15 日となっているので、確認して記録を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の同僚の証言から、申立人が昭和 32 年３月からＡ社に継続して勤

務していたことは認められる。 

   また、申立人が「昭和 35 年から厚生年金保険に加入していると聞いて

いる。」とする同僚は、35 年４月２日にＡ社において被保険者資格を取

得していることが確認できる。 

   しかし、申立人が同期入社でＡ社が厚生年金保険の適用事業所となった

日である昭和 35 年２月１日以降も継続して勤務していたと記憶している

複数の同僚は、同社に係る事業所別被保険者名簿には氏名が見当たらない。 

   また、申立人よりも先にＡ社に入社した同僚は、申立人よりも後に被保

険者資格を取得していることが確認でき、その同僚は、「私は、見習だと

思っていたので、Ａ社で厚生年金保険に加入していない期間があってもお

かしいとは思っていない。」と述べている。 

   さらに、Ａ社での資格取得時に申立人に払い出された厚生年金保険記号

番号は、その前後の被保険者の記録から、昭和 38 年９月に払い出されて

いることが確認できる。 

   このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除をうかがわせ



                      

  

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

を認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5390 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 44 年２月１日から同年８月１日まで 

             ② 昭和 47 年４月 21 日から同年９月１日まで 

    厚生年金保険の加入記録を照会したところ、標準報酬月額が受け取っ

ていた給与額と相違していることが分かった。 

    私が、Ａ社に勤務していた申立期間①の標準報酬月額及びＢ社（現在

は、Ｃ社）に勤務していた申立期間②の標準報酬月額が本来の報酬額と

相違しており、現在所持している給料支払明細書及び源泉徴収票等で確

認できるので、申立期間①及び②の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき

標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立

人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

   申立期間①について、申立人から提出のあったＡ社の昭和 44 年２月、

同年５月及び同年６月の給料明細書からは、標準報酬月額より高額の報酬

が支払われていたことが確認できる。 

   しかしながら、これら給料明細書における保険料控除額は、オンライン

記録の標準報酬月額を基に算定される保険料額と一致している。 

   また、Ａ社に係る申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票を確認し

ても、標準報酬月額の記載内容に不備は無く、オンライン記録とも一致し



                      

  

ており、遡って標準報酬月額の訂正が行われた形跡も無い。 

   申立期間②について、申立人から提出のあったＢ社の昭和 47 年８月、

同年９月及び同年 10 月の給料支払明細書からは、標準報酬月額より高額

の報酬が支払われていたことが確認できる。 

   しかしながら、これら給料支払明細書における保険料控除額は、オンラ

イン記録の標準報酬月額を基に算定される保険料額と一致している。 

   また、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認しても、申

立人の標準報酬月額の記載内容に不備は無く、オンライン記録とも一致し

ており、遡って標準報酬月額の訂正が行われた形跡も無い。 

   さらに、申立人が所持している昭和 47 年 10 月 25 日付け標準報酬月額

の随時改正通知書により、当該期間の直後に標準報酬月額が改正された旨、

申立人に通知されたことが確認できる。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間①及び②について申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5391 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35 年 10 月１日から 37 年４月２日まで 

    私は、昭和 35 年 10 月１日にＡ社に入社し、45 年９月 30 日まで勤務

していたが、35 年 10 月１日から 37 年４月２日までの期間の厚生年金

保険の被保険者記録が無い。退職した時にちょうど 10 年間勤務したこ

とを記憶しており、35 年 10 月１日から同社に勤務したことは間違い無

いので、同日から 37 年４月２日までの期間を厚生年金保険被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間にＡ社において一緒に勤務していたとする同僚の証言から、申

立人が同社において厚生年金保険の被保険者資格を取得した昭和 37 年４

月２日より前から同社に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、申立期間当時、申立人が同じＤ職であったと記憶している同僚

２名のうち、１名は既に死亡していることから当時の状況を聴取すること

ができず、もう１名の同僚からは、昭和 34 年又は 35 年にＡ社に就職し、

申立人と一緒に勤務していたとの証言が得られたが、当該同僚２名も申立

人と同様に 37 年４月２日に厚生年金保険被保険者資格を取得しているこ

とが確認でき、申立期間の被保険者記録は無い。 

   また、証言が得られた上記の同僚は、記憶が曖昧ではあるがＡ社に勤務

中に、国民健康保険から健康保険組合に切り替わったと述べている。 

   さらに、Ｃ地方第三者委員会におけるＡ社に係る申立事案の同僚調査に

おいて、別の支社に勤務していたＤ職の者も、「Ａ社では、昭和 37 年４

月から厚生年金保険に加入した。」旨を証言している上、当時の人事担当

者も、「35 年当時にＡ社で厚生年金保険に加入していたのは、Ｂ社から



                      

  

のＥ職の出向者だけだと思う。Ｄ職で転籍になった者は、厚生年金保険に

は加入していないと思う。」旨の証言をしており、複数の者の被保険者記

録とも符合している。 

   申立人は当初、「Ａ社に入社した。」と述べていたが、調査段階におい

て、「Ａ社ではなく、同社の関連会社であったＢ社に就職し、その後、Ａ

社に異動した。」と主張したため、Ｂ社についても調査したが、申立人が

同社からＡ社に一緒に異動したとするＥ職の同僚３名の姓を挙げていると

ころ、当該Ｅ職の同僚３名については、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険

被保険者名簿に同姓の者の氏名が記載されているものの、いずれも昭和

37 年４月２日より前に同社において被保険者資格を取得していることが

確認でき、Ｂ社における被保険者記録は確認できない。 

   また、申立人が当時の上司であったとして氏名を挙げている支店長は既

に死亡していることから、当時の状況を聴取することができないが、この

支店長の厚生年金保険被保険者記録は、昭和 35 年４月１日にＢ社で被保

険者資格を喪失し、同日にＡ社で同資格を取得しており、申立人の申立期

間以前からＡ社に継続して勤務していたことが確認できることから、申立

人が当初就職したのはＢ社ではなく、Ａ社であったことがうかがえる。 

   以上の状況を踏まえると、Ａ社の申立期間当時の厚生年金保険の加入手

続において、Ｄ職とＥ職では、異なった取扱いがされていたことがうかが

える。 

   このほか、申立人は、申立期間に係る保険料の控除を確認できる給与明

細書等の資料を所持しておらず、事業主により給与から厚生年金保険料を

控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5392 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63 年 10 月７日から平成 13 年２月１日まで 

    私は、昭和 61 年２月にＡ社に入社し、Ｃ職を担当していた。平成元

年からは、同社の子会社であるＢ社に異動になったが、業務内容及び勤

務場所は変わらず、給料もＡ社から支給され、13 年１月まで勤務して

いた。しかし、昭和 63 年 10 月７日から平成 13 年２月１日までの期間

が被保険者期間となっていない。一緒にＢ社で勤務していた同僚は、申

立期間にＡ社の厚生年金保険の被保険者となっているのに、私が被保険

者となっていないのは納得できないので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 61 年２月にＡ社に入社し、平成元年に同社の子会社で

あるＢ社に異動になったが、業務内容及び勤務場所は変わらず、給料もＡ

社から支給され、13 年１月まで勤務していたと主張している。 

   しかし、申立人のＡ社における雇用保険の離職日は、昭和 63 年 10 月７

日となっており、厚生年金保険被保険者の資格喪失日とほぼ一致している

上、複数の同僚は申立人が同社の子会社であるＢ社に勤務していたことは

記憶しているものの、その勤務期間についての供述は曖昧であり、申立人

が平成 13 年１月 31 日まで勤務していたとする証言は得られなかった。 

   また、Ｂ社は厚生年金保険の適用事業所となっていない上、申立人が同

社で一緒に勤務していたとする１名の同僚及び同社の事業主が申立期間当

時同社に勤務していたとしている２名は、申立期間にＡ社において厚生年

金保険の被保険者となっていない。 

   さらに、昭和 61 年４月１日から平成 13 年２月１日までの期間において、

Ｂ社には 13 名の役員がおり、うち３名はＡ社の厚生年金保険被保険者と



                      

  

なっているが、ほかの 10 名は同社の被保険者となっていない。 

   加えて、Ａ社の申立期間当時の事業主は既に亡くなっている上、現在の

事業主からの回答が無いため、申立人の申立期間に係る勤務実態及び厚生

年金保険料の控除について証言を得ることができない。 

   また、申立期間当時のＡ社の事務担当者は、「申立期間当時の社会保険

事務担当者は既に亡くなっている。私は申立人の厚生年金保険の加入等に

ついては分からないが、厚生年金保険の加入は本人の希望により加入させ

る取扱いだったと思う。」と述べている。 

   さらに、申立人は、申立期間に国民健康保険に加入していることが確認

できる。 

   このほか、申立人が申立期間において厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

を認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5393 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 22 年５月１日から 24 年６月１日まで 

             ② 昭和 43 年３月 20 日から 44 年１月６日まで 

    私は、昭和 22 年５月１日から 24 年５月末までＡ事業所に勤務してい

た。申立期間①当時、共に同事業所で働いていた同僚から、「勤務して

いた期間は厚生年金保険被保険者期間としての記録がある。」との助言

をもらっている。また、43 年３月 20 日から 44 年１月５日まで、Ｂ社

で雇用され、正社員の下請としてＤ業務を行っていた期間も厚生年金保

険の記録が欠落しているので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は、共にＡ事業所に勤務していた同僚の名

前や、業務内容について具体的に供述していることから、申立人が同事業

所に勤務していたことはうかがえる。 

   しかしながら、駐留軍従業員については、昭和 23 年７月厚生年金保険

法の一部改正（昭和 23 年法律第 127 号）により、厚生年金保険法の「国

の事務所」に使用されるものとして、24 年４月１日から同法の適用を受

けるものとなり、加入手続が取られることになった。 

   また、Ａ事業所は昭和 24 年４月１日に厚生年金保険の適用事業所とな

っていることから、当該期間の大部分において同事業所は適用事業所では

なく、同事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、同事業所

が適用事業所になった日以後においても、申立人の氏名等の記録は確認で

きない。 

   さらに、申立人は、当該期間当時、共にＡ事業所で働いていた同僚から、



                      

  

「勤務していた期間は厚生年金保険被保険者期間としての記録があるとの

助言をもらっている。」と述べているが、オンライン記録によると、当該

同僚は当該期間において厚生年金保険の被保険者となっていない。 

   申立期間②について、申立人はＢ社に雇用され、正社員の下請としてＤ

業務を行っていたと述べているが、雇用保険の加入記録は確認ができない。 

   また、申立人が記憶する同僚の記録は、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿において確認することができない上、当該被保険者名簿か

ら、申立期間②において被保険者資格を有する複数の同僚に、申立人の勤

務実態について確認しても、申立人を記憶する者はおらず、申立人の当該

期間に係る勤務形態及び保険料の控除に係る供述を得ることができなかっ

た。 

   さらに、上記複数の同僚から、「申立人について記憶は無いが、Ｂ社で

は正社員は全て厚生年金保険に加入しており、自身の厚生年金保険の記録

は、勤務していた期間と同じである。」との供述を得ている。 

   加えて、Ｂ社に照会したところ、「当時の資料は保管していないため、

申立人に係る厚生年金保険の資格取得の届出や保険料納付に関しては不明

である。」との回答であった。 

   このほか、申立人の申立期間①及び②に係る保険料の控除を確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申

立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5394 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60 年１月７日から平成５年７月 27 日まで 

    私は、Ａ社でＢ職の仕事をしていた。 

    年金事務所から届いたねんきん定期便の年金加入記録回答票を確認し

たら、給与は 25 万円から 28 万円もらっていたのに標準報酬月額が低く

記録されている。標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間について、受け取っていた給与額に比較して、Ａ社

に係る厚生年金保険の標準報酬月額が低く記録されていると申し立ててい

る。 

   しかし、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、当時、申立人と同

じ職種で同時期に厚生年金保険被保険者資格を取得している複数の同僚の

標準報酬月額は、申立人と同額又はほぼ同額であることが確認でき、申立

人の標準報酬月額が同僚と比較して低額であるという事情は見当たらない。 

   また、申立人と仕事も宿舎も一緒だった同僚は、「標準報酬月額と給与

額とに差異があるとは思っていない。」と述べている上、仕事も宿舎も一

緒だったほかの同僚は、「当時支給されていた給料額についてはっきり覚

えていないが、標準報酬月額の記録に間違いがあるとは思っていない。」

と述べている。 

   さらに、上記被保険者名簿からも、申立人の標準報酬月額が訂正された

形跡は認められない上、オンライン記録を見ても標準報酬月額が遡及して

訂正処理された形跡も見られない。 

   加えて、事業主に照会した結果、当時の資料が無いとしており、申立期



                      

  

間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控

除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   このほか、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控

除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立期間について、申立人が主張する標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5395 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成２年８月 31 日から同年 10 月１日まで 

             ② 平成５年２月 27 日から同年３月１日まで 

    私は、平成２年９月 30 日にＡ社（現在は、Ｂ社）を退職したが、同

年８月 31 日が厚生年金保険被保険者資格の喪失日となっている。 

    また、平成５年２月 28 日にＣ社（現在は、Ｄ社が承継）を退職した

が、同年２月 27 日が厚生年金保険被保険者資格の喪失日となっている。 

    申立期間①及び②について、厚生年金保険の被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は、平成２年９月 30 日までＡ社に勤務し

ていたと主張している。 

   しかしながら、雇用保険の記録によると、申立人のＡ社における離職日

は平成２年８月 30 日と記録されているところ、当該離職日の翌日が申立

人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日となっており、これらの記録は合

致している。 

   また、Ｂ社から提出された健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認

通知書によると、申立人の資格喪失日は平成２年８月 31 日とされ、備考

欄には、｢平成２年８月 30 日退職｣及び｢証返納済｣と記載されているほか、

｢確認通知・平成２年９月６日・Ｅ社会保険事務所長｣の押印が確認できる。 

   さらに、Ｂ社は、上記の被保険者資格喪失確認通知書の記載内容を根拠

として、｢申立人の給与から当該期間に係る厚生年金保険料を控除してい

ない。」と回答している。 

   加えて、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、当該期間



                      

  

において被保険者資格を有する４名の同僚に照会し、２名から回答を得た

ものの、いずれの者からも申立人の当該期間に係る勤務実態及び厚生年金

保険料の控除に係る供述を得ることができなかった。 

   申立期間②について、申立人は、平成５年２月 28 日までＣ社に勤務し

ていたと主張している。 

   しかしながら、雇用保険の記録によると、申立人のＣ社における離職日

は平成５年２月 26 日と記録されているところ、当該離職日の翌日が申立

人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日となっており、これらの記録は合

致している。 

   また、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、当該期間に

おいて被保険者資格を有する７名の同僚に照会し、２名から回答を得たも

のの、いずれの者からも申立人の当該期間に係る勤務実態及び厚生年金保

険料の控除に係る供述を得ることができなかった。 

   さらにＤ社は､申立人の当該期間における勤務実態及び厚生年金保険料

を控除されていたことを確認できる資料を保管していないほか、Ｃ社の元

総務責任者は、｢社員が希望する退職日を会社が無断で変更することは無

かった。｣と回答している。 

   このほか、申立人の申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を控除され

ていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5396 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 62 年７月 24 日から同年 11 月７日まで 

             ② 昭和 62 年 12 月 17 日から 63 年３月頃まで 

    私は、昭和 62 年７月 13 日から 63 年３月頃までＡ社に勤務していた

が、62 年７月 24 日から同年 11 月７日までの期間及び同年 12 月 17 日

から 63 年３月頃までの期間の厚生年金保険の被保険者記録が無い。同

社に直接確認したところ、私から申出があったため厚生年金保険に加入

しなかったと言われたが、私はそのようなことは言っていないので、申

立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、Ａ社の複数の同僚は、時期は定かではないが、申

立人が同社に勤務していたと述べている。 

   しかし、Ａ社の当時の経理、総務担当者は、「申立人は取引先の紹介で

入社したので入社と同時に厚生年金保険の加入手続を行ったが、ほかの従

業員と同様に３か月の試用期間を設けることとなったため、被保険者資格

を喪失する手続を行った。厚生年金保険に加入していない時期は、給与か

ら厚生年金保険料の控除は行っていなかった。」と述べている。 

   また、Ａ社で、昭和 62 年３月 14 日に厚生年金保険の被保険者資格を取

得している同僚は、「入社と同時に厚生年金保険に加入していなかっ

た。」と述べている。 

   さらに、申立人が記憶する同僚に照会したが、保険料控除についての証

言は得られなかった。 

   加えて、オンライン記録により、申立人の厚生年金保険被保険者資格の

取得日は昭和 62 年７月 13 日と記録され、同年７月 21 日に届出されてお



                      

  

り、同資格の喪失日は同年７月 24 日と記録され、同年７月 28 日に健康保

険被保険者証を添付して届出されていることが確認できる。 

   申立期間②について、Ａ社の複数の同僚は、時期は定かではないが、申

立人が同社に勤務していたと述べている。 

   しかし、Ａ社の当時の経理、総務担当者は、「申立人からの申出があっ

たため特例として申出を受け、厚生年金保険の被保険者資格を喪失する手

続を行った。厚生年金保険に加入していない時期は、給与から厚生年金保

険料の控除は行っていなかった。」と述べている。 

   また、Ｂ厚生年金基金の加入記録は、昭和 62 年 11 月７日から同年 12

月 17 日までとなっており、オンライン記録と一致する。 

   さらに、Ａ社の当時の事業主は、「厚生年金保険に加入していない期間

は給与から厚生年金保険料の控除は行っていない。」と述べている。 

   加えて、オンライン記録により、昭和 62 年 12 月 17 日に厚生年金保険

被保険者資格を喪失した旨の届出は、同年 12 月 24 日に健康保険被保険者

証を添付して届出されていることが確認できる。 

   このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料を控除さ

れていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申

立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5397 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年頃から 40 年頃まで 

    夫は、生前、昭和 38 年頃から 40 年頃までＡ社に勤務し、同社を退職

後に失業保険を受給したと言っていた。 

    しかし、厚生年金保険の被保険者記録では、Ａ社に勤務していた期間

が被保険者となっていない。 

    当時の写真を提出するので、調査の上、申立期間を厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の妻から提出された写真及び複数の同僚の証言から、期間は特定

できないものの、申立人がＡ社に勤務していたことは認められる。 

   しかしながら、申立期間にＡ社における被保険者であった者のうち連絡

先が分かり文書照会に回答があった同僚９名について、当該同僚が記憶す

る入社日とオンライン記録での厚生年金保険被保険者の資格取得日を比較

したところ、Ｂ職だったとする３名は入社日と資格取得日は一致している

が、申立人と同様、Ｃ職だったとする６名については、いずれも入社日と

資格取得日は一致しておらず、入社日の２年ないし７年６か月後に資格を

取得していることが確認できる。 

   また、上記のＣ職だったとする６名のうち、複数の者が、「厚生年金保

険に加入するまでの期間は正式採用ではなく、準社員となった時から厚生

年金保険に加入した。」と供述しているところ、上記の同僚９名から、申

立人が準社員となったことを確認できる具体的な証言等を得ることはでき



                      

  

なかった。 

   さらに、当時の事業主は、「Ａ社は既に廃業しており、当時の資料は保

管していない。」と回答しており、申立人に係る人事記録及び給与関係書

類を確認することができない上、申立人の妻も、申立期間における厚生年

金保険料を控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持し

ていない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料を控除されていた

ことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5398 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29 年 12 月１日から 30 年１月１日まで 

    私は、昭和 29 年９月１日からＡ社（現在は、Ｂ社）に勤務し、見習

期間の３か月を終了した同年 12 月１日に社員に登用されＣ職として勤

務していたが、同年 12 月１日から 30 年１月１日までの厚生年金保険被

保険者記録が欠落している。申立期間を被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社が発行した在職証明書及び同社が保管する厚生年金保険資格得喪台

帳から、申立人が申立期間にＡ社に勤務していたことが確認できる。 

   しかしながら、上記台帳において、申立人が昭和 29 年 12 月１日にＡ社

Ｄ事業所Ｅ員として入社し、30 年１月１日に厚生年金保険の被保険者資

格を取得した記載がある。 

   また、Ｂ社が保管する健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認およ

び標準報酬決定通知書によると、申立人の資格取得日は、昭和 30 年１月

１日と記載されており、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿、

厚生年金保険被保険者台帳及びオンライン記録と一致することが確認でき

る。 

   さらに、申立人と同じＡ社Ｄ事業所Ｅ員の同僚に係る厚生年金保険の被

保険者資格取得日も、入社日の１か月後となっていることが確認できる。 

   加えて、人事担当者は、「昭和 29 年、30 年当時、何箇月であったかど

うかは不明だが、Ｃ職は、入社して一定期間経過後に厚生年金保険に加入

していた。」と述べている。 

   また、複数の同僚が、記憶する入社日と厚生年金保険の被保険者資格取



                      

  

得日が違うと証言していることから、Ａ社においては、厚生年金保険の加

入手続において、入社と同時に厚生年金保険に加入させていなかったこと

がうかがえる。 

   さらに、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを確認できる給与明細書等の資料は無い。 

   このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料について控除されて

いたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

を認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5399 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50 年 12 月１日から 51 年３月１日まで 

    私は、昭和 44 年７月から 52 年 11 月までＡ社に在籍し、主にＢ社

（現在は、Ｃ社）に派遣されＤ業務に従事していた。申立期間について

は、Ａ社から「Ｅ職を手伝ってほしい。」と言われ、Ｂ社以外の事業所

の現場で勤務していた期間であると思う。申立期間中もＡ社から給与の

支払を受けていたにもかかわらず、年金記録が欠落していることに納得

がいかない。申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の記憶及び同僚の証言から、申立人は申立期間にＡ社に在籍し、

Ｂ社以外の事業所に係る現場に勤務していたことがうかがえる。 

   しかしながら、上記の同僚は、「私は、申立期間当時、ほかの事業所の

現場に行くよう指示された。」と供述しているため、Ａ社に係る健康保険

厚生年金保険被保険者原票を調査したところ、申立人と同様に昭和 50 年

12 月１日に同社に係る被保険者資格を喪失し、51 年３月１日に同社に係

る被保険者資格を再度取得した者が複数いることが確認できる上、これら

の同僚に照会しても、申立人及び同僚自身の保険料控除に係る証言は得ら

れなかった。 

   また、申立人は、申立期間当時、Ａ社から派遣されていた事業所の名称

等について覚えておらず、厚生年金保険料の控除について照会することが

できない。 

   さらに、Ａ社は既に事業を廃止し、昭和 53 年２月１日に厚生年金保険

の適用事業所でなくなっている上、事業主も既に死亡しており、申立人の



                      

  

申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認することはできない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5400 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年３月 21 日から同年４月１日まで 

    私は、Ａ社に平成７年 11 月１日から９年３月末日まで勤務していた

が、厚生年金保険の加入記録では、同年３月 21 日が資格喪失日となっ

ている。同年３月分の給与明細書では厚生年金保険料が控除されている。

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成９年３月末日付けをもってＡ社を退職したと主張してい

るが、雇用保険の加入記録によると、申立人の同社における離職日は、オ

ンライン記録における厚生年金保険の被保険者資格喪失日の前日の同年３

月 20 日と記録されており、両者の記録は一致していることが確認できる。 

   また、同僚に照会したものの、申立人が平成９年３月末日までＡ社に勤

務していたとする証言は得られなかった。 

   さらに、申立人が所持する平成９年３月分の給与明細書において、１か

月分の厚生年金保険料の控除が確認できるものの、事業主は、厚生年金保

険料は翌月控除としていたと回答している上、申立人が所持するそのほか

の月の給与明細書及び源泉徴収票からも翌月控除であると推認できること

から、当該同年３月分給与明細書に記載されている厚生年金保険料は同年

２月の厚生年金保険料であり、申立期間の厚生年金保険料であったとは認

められない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。

 


